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第１章 いつまでも元気で暮らせる健康づくり 

１ 健康づくりの啓発・推進 

（1）保健だより（健康増進課） 

【事業概要】 
各種検診や健康に関する催し等について、市民へ周知を図ることを目的として、

事業案内等をとりまとめた「保健だより」を各戸に配布する事業です。 
 

【取り組みの方向】 
新聞折り込みによる保健だよりの各戸配布を継続していきますが、新聞購読をし

ない家庭が増え、全戸に配布されない状況もあります。全戸配布補完のため、ホー
ムページや広報ながれやまなどの活用、保健だよりを市役所や公民館等へも置くこ
とを検討します。 

 

（2）健康まつり（健康増進課） 
【事業概要】 

流山市民まつりと同時開催するもので、医療・歯科・薬の相談、毎年テーマに沿
った体験や試食などの各コーナーを設けて、健康についての意識啓発を図るイベン
トです。 
多くの市民が参加する市民まつりと同時に行うことで、市民一人ひとりに病気の

早期発見、予防の大切さを再確認していただき、心身ともに健やかな充実した生活
を送ることにつながるものと考えています。 

 

【取り組みの方向】 
市民まつりと同時開催であることを活かし、より多くの方に参加してもらえるよ

うに、趣向を凝らし、社会情勢や市民ニーズにあった内容を工夫していくことが重
要と考え、健康まつりの開催に取り組んでいきます。 

 

（3）ホームページを活用した健康増進（健康増進課） 
【事業概要】 

ホームページを活用して、市民に対してわかりやすく健康増進に関わる情報を提
供する事業です。利用者にとって見やすいサイトを作成することで、いつでもどこ
でも手軽に市民が必要とする保健事業や健康情報を確認することができます。 

 

【取り組みの方向】 
使いやすく、かつ分かりやすい内容に工夫し、最新情報を提供できるように速や

かに更新を行い、今後も保健事業や健康情報を提供していきます。 
 

（4）健康づくり推進員（健康増進課） 
【事業概要】 

地域住民に密着した健康的な食生活及び総合的な健康づくりに関する知識や情報
を普及させるため、市と地域住民との間のパイプ役となる「健康づくり推進員」を
公募しています。 
「健康づくり推進員」には生活習慣病の予防のための運動や食生活などについて

講習を受けていただき、地域における健康づくりの推進にご協力いただいています。 
 

【取り組みの方向】 
今後も糖尿病をはじめとする生活習慣病や生活習慣病予備群の数は増加すること

が見込まれるため、正しい食生活や総合的な健康づくりを普及させていく役割を担
う「健康づくり推進員」の活動を地域に根ざした活動として継続的に取り組んでい
きます。 
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２ 健康保持・増進（一次予防） 

（1）健康手帳（健康増進課） 
【事業概要】 

市民が自分自身の健康保持、増進のために健康診査等の記録を記載することによ
って、自分の健康に対する意識を高め、健康管理に役立てることを図ります。 

 

【取り組みの方向】 
健康診査等の記録のみではなく、介護保険事業など他の事業と関連させ、内容を

充実するとともに、健康意識を高めるための内容を検討していきます。 
 

（2）健康教育（健康増進課） 
【事業概要】 

検診時や地域の中で健康教育を広く市民に行うことにより、健康づくりに対する
自主性を促し、健康増進、健康寿命の延伸を目指していきます。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 回数 104 回 105 回 106 回 

  延参加者数 12,589 人 12,715 人 12,843 人 

 

「自分の健康は自分で守る」という考え方の普及啓発活動を継続し、健康づくり
に対する自主性を促し、地域や個人に対する適切な情報を提供していくために、で
きるだけ多くの機会を捉え、健康教育を実施していきます。 

 

（3）健康相談（健康増進課） 
【事業概要】 

住民が健康で明るく元気に生活できる社会の実現のためには、疾病の早期発見と
ともに、医療が必要となる状態の発生を予防していくことも重要です。それらの機
会として、健康づくりを支えるために市民の身近な存在として心身の健康に関する
各種相談を受け、適切な助言・指導を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目     
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 一般健康相談 実施回数 1,430 回 1,435 回 1,440 回 

    相談者数 1,578 人 1,594 人 1,610 人 

  重点健康相談 実施回数 76 回 77 回 78 回 

    相談者数 176 人 178 人 180 人 

 

検診の事後指導等としての充実を図り、適切な相談・情報提供ができるように努
め、個人のライフステージに応じた支援を行っていきます。また、事業の評価方法
の確立を継続して目指していきます。 
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（4）インフルエンザ予防接種（健康増進課） 
【事業概要】 

高齢者にインフルエンザの予防接種を行うことにより、個人のインフルエンザの
発症や重症化を未然に防止します。また、集団での流行を予防する間接的な集団予
防を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 接種者数 17,508 人 19,992 人 21,594 人 

 

高齢人口の増加により、市内市外を問わず接種者数の増加も予測されます。高齢
者のインフルエンザの罹患・重症化を防ぐために、より接種を受けやすい体制づく
りを検討しながら、事業を継続していきます。 

 

（5）訪問指導（健康増進課） 
【事業概要】 

保健指導等が必要と認められる人及びその家族等へ保健師等が訪問することによ
り、家庭環境や健康に関する問題を総合的に把握し、対象者及び家族に対して必要
な指導を行い、心身機能の低下の防止と健康の保持増進を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 延利用者数 385 人 390 人 395 人 

  回数 82 回 83 回 84 回 

 

今後も、保健師等が対象者の家庭を訪問し、生活状況を踏まえて健康に関する問
題を総合的に把握して行く上で、対象者の多様なニーズに応えられるよう、より一
層、関係機関との連絡・調整を図りながら、取り組みを継続していきます。 

 

（6）二次予防事業の対象者把握事業（介護支援課） 

【事業概要】 
要支援・要介護認定を受けていない第１号被保険者（６５歳以上）を対象に、介

護予防のための基本チェックリストを行うことにより生活機能等の低下が疑われ要
支援・要介護となる恐れのある高齢者(二次予防事業対象者）の把握を行います。 

 
【取り組みの方向】 

項目     
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 
介護予防のための基本チェッ
クリスト実施者数 

人数 24,674 人 26,112 人 27,363 人 

  二次予防事業対象者数 人数 5,231 人 5,536 人 5,801 人 

 

介護予防のための基本チェックリスト未回収者には電話や訪問等を実施し、その
方たちの状況を把握した上で早期に必要な支援やサービスにつなげていきます。ま
た、本事業の目的や介護予防の重要性を周知していきます。 
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（7）通所型介護予防事業（介護支援課） 
【事業概要】 

二次予防事業の対象者把握事業により把握された方を対象に、通所によって、運
動器の機能向上、栄養改善、口腔機能の向上を図り、対象者が要支援、要介護状態
となることを予防し、自立した生活の確立と自己実現の支援を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目     
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 
高齢者 
筋力向上トレーニング事業 

利用人数 100 人 120 人 140 人 

  
高齢者 
栄養改善事業 

利用人数 40 人 40 人 40 人 

  
高齢者 
口腔機能向上事業 

利用人数 40 人 40 人 40 人 

 

介護予防のための基本チェックリストにより、二次予防事業の対象者が積極的に
参加できるような魅力あるプログラムの設定、参加しやすい形態を検討していきま
す。さらに、事業の PR や、介護予防についての啓発活動を進めていきます。 

 

（8）訪問型介護予防事業（介護支援課） 
【事業概要】 

二次予防事業の対象者把握事業により把握された二次予防事業対象者のうち、心
身の状況等により通所型介護予防事業への参加が困難な方の問題を総合的に把握し、
必要な相談・指導を実施します。 

 

【取り組みの方向】 
保健師等が対象者の居宅を訪問し、その方の状況等を把握し必要な相談や指導を

行うとともに、地域包括支援センターと連絡、連携を図って支援をしていきます。 
 

（9）二次予防事業評価事業（介護支援課） 
【事業概要】 

二次予防事業の目標値の達成状況を確認し、目標値の見直しや実施方法の改善に
つなげます。 

 

【取り組みの方向】 
国が定めた地域支援事業実施要綱の二次予防評価指標を参考に評価を行い、事業が

適切な方法で効果的に実施できるかどうかを評価し、二次予防事業の改善に努めていき
ます。 
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（10）介護予防普及啓発事業（介護支援課） 
【事業概要】 

介護保険の第１号被保険者(65 歳以上)を対象に、介護予防につながる知識の普及
啓発を行うことで、高齢者の自発的な介護予防に関する取り組みを促すとともに、
住み慣れた地域で自立した生活を送ることを目指します。 

【取り組みの方向】 

項目     
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 健康教育相談 回数 6 回 6 回 6 回 

    人数 180 人 180 人 180 人 

高齢者がいつまでも自立して生活していくために、参加者が楽しく参加でき、介
護予防のきっかけになるように取り組みます。また、高齢者の要望に応じた健康教
育相談等の事業を随時実施するとともに、介護予防に資する基本的な知識を普及す
るためのパンフレットの作成及び配布を行い、高齢者の介護予防に対する意識の向
上を図ることを目指します。 

 
（11）地域介護予防活動支援事業（介護支援課） 

【事業概要】 
65 歳以上の高齢者で要介護認定が非該当となり、日常生活上何らかの支障が認め

られる高齢者を対象に、養護老人ホームに短期宿泊することによって、基本的生活
習慣等の指導を行っていきます。 

【取り組みの方向】 

項目     
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 
高齢者生活管理指導 
短期宿泊サービス 

利用日数 8 日 8 日 8 日 

介護予防の一環として、自立した生活の継続と要介護状態への進行を防ぐため、
地域で生活する要介護認定非該当者の高齢者を対象に、自発的な介護予防への支援
を行っていきます。 

 

（12）一次予防事業評価事業（介護支援課） 
【事業概要】 

地域において介護予防に資する自発的な活動が広く実施され、地域の高齢者が自
ら活動に参加し、介護予防に向けた取り組みが主体的に実施されるような地域の構
築を目指し、展開した事業が適切に行えているかどうか評価を行います。 

【取り組みの方向】 
国が定めた地域支援事業実施要綱の一次予防事業評価指標を参考に評価を行い、事

業が適切な方法で効果的に実施できているかどうかを評価し、一次予防事業の改善に努
めていきます。 

 

（13）介護予防・日常生活支援総合事業（介護支援課） 
【事業概要】 

平成 24 年度から「多様なマンパワーや社会資源の活用を図りながら、要支援・二
次予防事業の対象者に対して、介護予防や配食・見守り等の生活支援サービス等を
総合的に提供できる事業」として、介護保険法の一部を改正する法律に基づいて、
創設された事業です。 

【取り組みの方向】 
この事業に係る、マンパワーや社会資源、介護保険外サービス等の本市の実情を

把握・整理し、実施していくための予防サービスや生活支援サービス等体制を整え
事業の開始を目指し取り組んでいきます。 
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３ 疾病の早期発見・早期治療（二次予防） 

（1）健康診査・特定健康診査（国保年金課・高齢者生きがい推進課・健康増進課） 
【事業概要】 

後期高齢者の被保険者を対象に、生活習慣の改善等を通じた疾病予防対策の推進、
病気の早期発見、早期治療を目的とした健康診査を行います。また、40 歳～75 歳
未満の国民健康保険の被保険者の方を対象として、主に生活習慣病の予防を目的と
した特定健康診査を行います。 
特に、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の概念を導入することによ

り、健診受診者にとっては生活習慣と健診結果、疾病発症との関係が理解しやすく、
生活習慣病の改善に向けての明確な動機づけ支援ができるようにすることを目的と
しています。 

 

【取り組みの方向】 
不健康な生活習慣の蓄積から、生活習慣病への発症、さらには重症化を予防する

ことが必要です。 
そのため、対象者の受診の機会の確保に努め、受診率の向上を図るとともに、健

康診査・特定健康診査及び特定保健指導の総合的な評価、検証に取り組んでいきま
す。 

 

（2）がん検診（健康増進課） 
【事業概要】 

20 歳以上の市民を対象にがん検診を実施しています。（胃がん、大腸がん、結核・
肺がん、子宮がん、乳がん検診についてそれぞれ対象者を設定） また、検診の重
要性について、広報ながれやまやホームページにより啓発し、がん検診の受診率向
上に努め、がんに関する正しい知識を身につけ、がんの予防や早期発見・早期治療
を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目     
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 胃がん検診 受診者数 6,112 人 6,572 人 7,116 人 

    受診率 15.7% 16.9% 18.3% 

  肺がん検診 受診者数 7,723 人 8,049 人 8,399 人 

    受診率 19.9% 20.7% 21.6% 

  子宮がん検診 受診者数 8,097 人 8,308 人 8,532 人 

    受診率 33.1% 33.2% 34.4% 

  乳がん検診 受診者数 6,031 人 6,092 人 6,153 人 

    受診率 43.2% 46.2% 46.7% 

  大腸がん検診 受診者数 10,189 人 11,082 人 12,015 人 

    受診率 26.2% 28.5% 30.9% 

 

広報ながれやまやホームページにより、重点的に受診勧奨すべき対象者を考慮し
た啓発を実施し、受診率向上を目指すとともに、要精密検査者への受診勧奨の徹底
も図ります。 
また、検査機関と協議・連携し、検診の精度管理を徹底していきます。 
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（3）歯周病検診（健康増進課） 
【事業概要】 

高齢期に自分の歯を十分に保有し、食べる楽しみを享受して豊かな人生を送れる
ようにするため、「８０歳になっても２０本以上自分の歯を保とう」という「8020
運動」の基に、歯の疾病を早期発見し、保健指導により早期に疾病の進行を抑制し、
歯の喪失を防ぎ、いつまでも元気で暮らせる健康づくりを目指します。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 受診者数 730 人 755 人 779 人 

  受診率 0.75% 0.76% 0.76% 

 
できるだけ早期に検診を行い、早期に疾病の進行を抑制することを目指すため、歯周病

検診の周知方法や対象者を見直し、受診率の向上を図るとともに、検診結果に沿った保健
指導がより適切に行われるようにしていきます。 

また、疾病の早期発見にとどまらず、予防に重点を置いた検診を検討していきます。 
 

（4）骨粗しょう症検診（健康増進課） 
【事業概要】 

骨粗しょう症は、寝たきりの原因となる骨折の基礎疾患であるとともに、腰痛や
脊椎の変形の原因にもなることから、その予防対策は高齢者の健康や自立した生活
を維持するうえで重要となります。そこで、４０、４５、５０、５５、６０、６５、
７０歳の女性に対して骨粗しょう症検診を実施し、骨粗しょう症に関する健康教
育・健康相談により、早期発見・早期治療を図ります。 
また、骨粗しょう症予防についての意識啓発を図ることにより、骨粗しょう症予

防を推進します。 
 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 受診者数 800 人 842 人 881 人 

  受診率 10.3% 10.8% 11.3% 

 
近年の受診率は微増していますが、就業者の多い若年者層の受診率が低い状況で

あることから、今後も引き続き若年者層への啓発等を図り、受診率の向上に努めま
す。 
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（5）結核検診（健康増進課） 
【事業概要】 

平成９年、これまで減尐を続けてきた新規結核登録患者数、り患率が上昇に転じ、
平成 11 年には国が「結核緊急事態宣言」を行いました。先進国の中ではまだ高い状
況にあり、わが国の主要な感染症となっています。したがって、結核を早期発見・
早期治療し、予防に努める必要があると考えます。また、日本の結核対策は、感染
症法に基づいて行われており、定期健康診断は市町村長には一般住民に実施する義
務があります。 
事業所や各種施設等で結核定期健康診断を受診する機会のない４０歳以上の市民

に対して、結核検診を行い、結核の発症を早期発見・早期治療し、予防に努めます。 
 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 受診者数 7,723 人 8,049 人 8,399 人 

  受診率 19.9% 20.7.% 21.6% 

 

今後も受診勧奨すべき対象者を考慮した広報・啓発を実施し、さらに受診率の向上を目指しま

す。また、要精密検査者への受診勧奨を徹底するとともに、関係機関との連携を図っていきます。

さらに、より受けやすい検診の体制づくりに取り組んでいきます。 
 

（6）訪問歯科の推進事業（健康増進課） 
【事業概要】 

通院困難な市民に対して、在宅で口腔の継続的な管理が受けられる機会の確保と
併せて、かかりつけ歯科医をもってもらい、口腔の相談及び治療について安心して
受けられるよう支援し、心身機能の低下防止と健康保持を図るとともに、8020（80 歳
で 20 本の歯を残す）を目指した健康づくりを推進します。 

 

【取り組みの方向】 
介護支援専門員の認知度が低いこと、在宅での診療内容が限定されること、申請

から診療までに時間がかかるなどの課題はあるが、事業開始当時に比べ、かかりつ
け歯科医の訪問診療受け入れ体制が整ってきたことなどから、今後は、かかりつけ
歯科医のない通院困難な方の相談窓口としての事業の充実に取り組んでいきます。 

 

（7）人間ドック利用助成（国保年金課・高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

国民健康保険・後期高齢者医療保険加入者の生活習慣病等の早期発見・早期治療
のため、また自己の健康や生活習慣を見直し、健康づくりへの意識付けを高めてい
くため、人間ドック利用に助成を行います。疾病の早期発見・早期治療（二次予防）
を行い、さらに自己の健康や生活習慣を見直し、健康づくりへの意識付けを高める
ことで、利用者負担の軽減、医療費の適正化を図っていきます。 

 

【取り組みの方向】 
現在、被保険者の申請に基づき人間ドックの利用承認書を発行しており、健康に

対する意識の高まりから、受診件数は毎年増えています。しかし、まだまだ助成制
度を知らなかったとの声もあり、周知方法等の工夫が課題と考えます。また、近年、
脳ドックの要望も高まっており、これに対する取り組みの必要性も考えられます。 
事業の有効性として、被保険者の負担軽減、健康保持増進の一助となっており、

今後もさらに広報ながれやま等により啓発し、周知に努め、継続して取り組んでい
きます。 
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（8）はり・きゅう・マッサージ利用助成（国保年金課・高齢者生きがい推進課） 

【事業概要】 
健康増進や介護予防等健康づくりへの意識付けを高めて、国民健康保険・後期高

齢者医療保険加入者の健康の保持増進に役立て、さらに利用者負担の軽減、医療費
の適正化を図っていくことを目指すために、市に登録されている施術所ではり・き
ゅう・マッサージが利用できるための助成券を交付します。 

 

【取り組みの方向】 
毎年、対象者の増加にともない、助成の利用者は増加しています。また、利用者

の負担軽減が図られていますが、助成制度を知らなかったとの声もあり、周知方法
等の工夫が課題と考えます。 
事業の有効性として、被保険者の負担軽減、健康保持増進の一助となっており、

今後も継続して行うべき事業と考えます。 
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第２章 生きがいのある地域づくり 

１ 生きがい対策の充実 

（1）「まなびピア流山」の発行（生涯学習課） 

【事業概要】 
生涯学習推進基本構想に掲げた「いつでも、どこでも、誰もができる生涯学習の

推進」を具現化するため、市及び市民団体等が主催する講座やイベントなどの生涯
学習情報をまとめたガイドブックを発行し、市民の学習意欲と生きがいづくりに役
立てます。 

 

【取り組みの方向】 
生涯学習情報をまとめたガイドブック作成のため、毎年度前期・後期に、それぞ

れ半年先までの情報をさまざまな団体に照会をかけて収集し編集発行していますが、
最新情報への対応や掲載情報の検索のしやすさ、活用度合いの確認ができないこと
などが課題となっています。 
市民の生涯学習推進のために不可欠な、市民向けの生涯学習情報の発信の方法を

再考し、さらに満足度の高い情報提供を行います。 
 

（2）ホームページを活用した生涯学習（生涯学習課） 
【事業概要】 

リアルタイムの情報の収集や提供が可能なホームページで、生涯学習に係る情報
を提供することにより、高齢者をはじめとする市民の知的好奇心に応え、生きがい
ある生活づくりに役立てていきます。 

 

【取り組みの方向】 
生涯学習情報を更新し、最新情報を提供していますが、さらに多様な情報をわか

りやすく見やすく提供することが必要と考えます。 
一方、パソコンの普及は目覚ましいものがありますが、パソコンを利用しない高

齢者への情報提供は、ホームページを活用するだけでは、情報提供の充実が図れた
とは言えないところもあります。 
適宜、最新の生涯学習情報を提供し、市民が情報収集しやすいホームページの構

築を図ります。 
また、より多くの高齢者に事業などの情報が届くよう体験型の事業でＰＲを行う

ことで、口コミでの周知を図るとともに、広報ながれやまやホームページでもリア
ルタイム情報の提供につとめます。 
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（3）スポーツ、レクリエーション活動（生涯学習課） 
【事業概要】 

楽しく参加できるスポーツ・レクリエーション活動を推進するため、高齢者の集
会で出前の体育指導を行ったり、総合型スポーツクラブ「おおたかスポーツコミュ
ニテイ」において、高齢者向けのプログラムの開催を支援し、高齢者のスポーツ活
動等による親睦を深めるとともに、健康の保持、増進を図ります。 

 

【取り組みの方向】 
体を動かすことに不慣れな方や集会等に参加しない方に参加をよびかけ、スポー

ツ・レクリエーションが楽しいものであることを理解し、継続してスポーツを楽し
んでいただきながら、転倒や引きこもり、寝たきりの抑止に努めます。 
また、高齢者のため移動手段に制限があることから、自宅から徒歩で通える範囲

内で事業を展開する必要が高いと考えます。 
できるだけ多くの方にスポーツ・レクリエーションに親しんでいただけるよう、

さまざまな機会をとらえて呼びかけていきます。 
 

（4）老人福祉センター（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

高齢者が趣味と娯楽を楽しむ憩いの場として、市内在住の６０歳以上の方であれ
ば無料でご利用いただけます。施設には大浴場や大中広間、囲碁や将棋を楽しめる
和室があります。また、老人福祉センター主催で、陶芸や盆栽、手芸、民謡、水墨
画などの講座を開いています。 

 

【取り組みの方向】 
老人福祉センターは、耐震診断の結果、耐震強度不足であることが判明しました。

このため、補強工事を検討しましたが、建築後約 40 年が経過し老朽化に伴う修繕が
頻発していること、また、風呂用ボイラーが耐用年数を大幅に経過し、早期に交換
の必要があることなどを総合的に勘案し建て替えることとしました。 
老人福祉センター建替え事業は「後期基本計画」に位置づけ、平成 23 年度、地積

測量図作成業務委託、建築設計業務委託、翌平成 24 年度、本館建築工事、平成 25
年度、別館建築工事を行う予定です。その際、老人福祉センターを開館しながら同
敷地内空きスペースに新館を建築し、新館の完成後に既存施設を解体することで、
利用者に支障のないように取り組んでいきます。 

 

（5）市民教養講座（公民館） 
【事業概要】 

市民を対象に、社会的、現代的課題をテーマとした社会の課題や現代の課題等を
理解し、教養を深め、豊かな人生を送るための教養講座を開催し、市民に学習の機
会を提供します。 

 

【取り組みの方向】 
市民生活が複雑化、多様化する現代社会において、学習ニーズも多岐に渡ってお

り、これまで以上に、必要な社会的課題の把握に努めることが必要と考えます。 
市民のニーズや社会の課題を把握、整理して、今後も充実した学習機会を提供し

ていきます。例えば、中高年男性の生活面での自立を支援する講座として「男の料
理講座」や団塊世代の問題に関する事業を展開したり、地域での課題に対応してい
きます。 
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（6）流山市ゆうゆう大学（公民館） 

【事業概要】 
60 歳以上の市民が、より充実した人生を送るために必要な知識や技能を、継続的

な集団学習を通して、地域の仲間をつくり、社会参加の喜びと生きがいを持って心
身ともに健康な生活を送ることを目指します。 

 

【取り組みの方向】 

地域にある各公民館に２年制のゆうゆう大学を５学園開設し、60 歳以上の市民の
学習ニーズの把握に努め、学園毎に現代的課題として福祉や健康等を中心に学ぶ教
養科目、趣味や高齢者のニーズに対応したカリキュラムの選択科目を行い、中高年
者の生きがいや学習を通じた仲間づくりを促進していきます。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 

第 6 期 第 7 期 

中央大学・南流山学園 各 72 名 ※平成 24 年度下半期に行う第 7 期生募

集に当たって、現行の定員数を参考に

決定します。 
北部学園・初石学園 各 81 名 

東部学園 63 名 

計 369 名 
 

（7）地区敬老行事の支援（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

多年にわたり社会に尽力いただいた高齢者を敬愛し、敬老思想の普及を図るため、
市内各地で開催される長寿を祝う行事を支援します。 

 

【取り組みの方向】 
尐子高齢社会を迎え、地域でも高齢化が進んでいます。現在の家族形成は核家族

の傾向が強く、高齢者との関係が疎遠になりがちで、社会から孤立する高齢者が尐
なくありません。 
本市では、自主性、独自性をもって活動している 15 地区社会福祉協議会が開催す

る各種敬老行事に多くの高齢者が参加できるよう引き続き支援します。 
 

（8）敬老祝金（高齢者生きがい推進課） 

【事業概要】 
長寿のお祝いと敬老思想の普及を図るため、８８歳、９９歳及び１００歳以上の

高齢者の方にお祝い金を贈呈します。 
 

【取り組みの方向】 
年々の平均寿命の延びは大変喜ばしいことです。しかし、高齢者人口が増加する

中で支給額が大幅に増加し、最近では敬老祝い金を縮小廃止している市町村も見受
けられます。 
本市では、長寿社会に鑑み事業内容の妥当性などを検討し、長寿を敬いお祝いす

る思想を失うことのないよう取り組んでいきます。 
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（9）敬老バスの運行（高齢者生きがい推進課） 

【事業概要】 
高齢者の社会参加、高齢者相互のふれあいの推進、生きがい推進など高齢者の福

祉の向上を図るため、レクリエーション活動の一助として敬老バスを貸出します。 
 

【取り組みの方向】 
現行制度の貸し出しは大型バスが１台であるため、利用者が多い季節は希望日に

利用ができない場合があります。 
また、人数が３０人以上の団体といった制限があるために利用できない尐人数の

団体があります。 
運行業務を完全に委託していることから、可能な範囲内での対象枠を拡大するこ

とを検討していきます。 
 

（10）福祉会館の運営（社会福祉課） 

【事業概要】 
高齢者から子育て世代まで、幅広く市民の文化及び教養の向上並びに健康及び生

きがいの増進を図るために福祉会館（地域ふれあいセンター）を提供し、市民の生
きがい活動を推進しています。 
利用者は、市民、市内の事業所に勤務する者または市内の各種団体及び国または

公共団体となっており、研修、講座、会議または相談その他の催物、談話、娯楽、
趣味、教養またはレクリエーション等に使用しています。 

 

【取り組みの方向】 
市内の１５福祉会館のうち、築３０年を超す施設が大部分を占め、施設の老朽化

が課題となっています。 
また、利用者の高齢化に伴い、バリアフリー化や正座が困難な利用者が畳の部屋

から椅子が使用できる洋間に改築してもらいたいとの要望が出ています。 
耐震診断の結果や老朽化の状況を勘案して、施設の改修を図っていきます。 
また、サービスの向上と経費節減を図るため、指定管理者制度の導入を進め、現

在９か所の福祉会館の管理について指定管理者を指名し、施設管理の効率化を進め
ていますが、直営の福祉会館についても順次、指定管理制度を導入していきます。 
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２ 就業の支援 

（1）就業相談（商工課） 
【事業概要】 

松戸公共職業安定所と連携して、江戸川台のジョブサポート流山において、管内
及び近隣地区の求人情報の提供、職業紹介を行います。また、就労相談・就職情報
提供の窓口の充実を図り、高年齢者の雇用を支援します。 

 

【取り組みの方向】 
雇用情勢の悪化により、年代に関わらず厳しい就職環境となっています。有効求

人倍率は、不安定な動きが続いており、求人票を提出する事業所は即戦力となる人
材を求めているのが現状です。 
高年齢者の雇用促進、特に就職適応能力をより高めていく面からも、就職適応能

力を高める就労支援セミナーの開催や市内に新たに進出してくる事業者の面接会を
共催するなど、幅広く雇用の創出を図っていきます。 

 

（2）社団法人流山市シルバー人材センターの支援（高齢者生きがい推進課） 

【事業概要】 
高齢者に就業の機会を提供しているシルバー人材センターに運営費を補助するこ

とにより、高齢者の生きがい推進を図るとともに地域社会への参加促進に貢献しま
す。 

 

【取り組みの方向】 
平成 22 年度国会の行政刷新会議において、シルバー人材センターが民業圧迫して

いるとの判断から国の補助金が減額となりました。市も国の基準と同額の補助金を
支給していたことから同様に減額しましたが、平成 23 年度の国の補助金はさらに減
額となっており、減額による影響を緩和することが必要であると考えます。 
社団法人シルバー人材センター運営費補助金交付要綱の交付要件により、運営を

補助していきます。 
 

（3）雇用促進奨励金（商工課） 

【事業概要】 
市内に居住する障害者及び 55 歳以上 65 歳未満の高年齢者で、公共職業安定所の

特定求職者雇用開発助成金の受給資格決定を受けた人を雇用した事業主に対し、雇
用促進奨励金を支援し、障害者及び高年齢者の雇用を促進し、生活の安定を図るこ
とを目的としています。 

 

【取り組みの方向】 
雇用情勢の悪化により、公共職業安定所の特定求職者雇用開発助成金対象者は、

平成 21 年度 174 名、平成 22 年度 251 名と増加傾向にあります。本市の奨励金対象
者は、公共職業安定所の助成金交付期間後に対象者となることから、当市の対象者
も増加するものと思われます。 
高年齢者の雇用促進の面から今後も継続して、事業者に奨励金を交付して、対象

となる市民の雇用の安定を図っていきます。 



51 

 

 

３ 社会参加の促進 

（1）老人クラブ活動の支援（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

生きがいや健康づくりをする老人クラブに運営費を補助し、明るい長寿社会の実
現と高齢者福祉の向上を図ります。 

 

【取り組みの方向】 
高齢者人口が増加する中で、老人クラブの加入率は減尐してきており、それに伴

い、クラブ数の減尐も生じています。 
広報ながれやまに勧誘記事を積極的に掲載して、老人クラブの加入の意義を広く

普及するなど、ＰＲに取り組んでいきます。 
 

（2）シルバーコミュニティ銭湯（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

地域住民のふれあい、コミュニティの活性化、高齢者の健康の増進を図るため、
７０歳以上の高齢者を対象に毎月１２日と２２日に、指定公衆浴場を無料で利用で
きるようにしています。 

 

【取り組みの方向】 
高齢化が進む中で利用者の増加が見込まれるため、継続して事業を展開していき

ます。 
 

（3）ひとり暮らし高齢者の招待（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

６５歳以上のひとり暮らし高齢者を対象に、老人福祉センターへ招待して演芸の
観賞や教養講座の受講、また、日帰り旅行を通じて仲間づくりをすることで、生き
がいを見出し、引きこもりや介護状態への予防を図ります。 

 

【取り組みの方向】 
招待の対象がひとり暮らし高齢者のため、民生委員・児童委員の紹介で参加者を

募っていますが、高齢者人口が増加しているにもかかわらず、参加者数は伸びを示
していません。 
民生委員・児童委員や参加者自身に、身近にいる対象者に声をかけてもらう等の

お願いをするなどして、対象者への周知を図るとともに、催しも参加者のニーズに
合うような内容となるように取り組んでいきます。 

 

（4）ふれあいの家支援（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

６５歳以上の高齢者が地域で気軽にふれあえる場として、民家等を活用して「高
齢者ふれあいの家」を開設する個人や団体に対して、開設資金及び運営費の一部を
助成します。地域の高齢者の引きこもりの防止、地域からの孤立することなく社会
参加することで生きがいを見出し、さらに介護予防につなげていきます。 

 

【取り組みの方向】 
高齢者が徒歩で通える範囲内の設置が理想であることから、自治会、ＮＰＯ等に

働きかけを行い、市内全域の施設増加に努めていきます。 
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（5）ヘルパー養成講座（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

概ね 60 歳以上の高齢者でヘルパー養成講座を受講した人に対して、受講料の一
部を助成し、介護ヘルパーの確保及び高齢者自身の生きがい推進や就労機会の拡大
を図ります。 

 

【取り組みの方向】 
平成２２年度から実施した事業であり、広く周知を図ることで更なる利用者の増

加が見込めるため、PR の工夫に努める必要があります。 
広報ながれやま、ホームページ掲載はもちろん、高齢者向けのあらゆる行事イベ

ント等で PR をし、広く周知していきます。後期基本計画において、平成 24 年度ま
での時限計画であることから、今後、利用状況を見定め、継続します。 

 

（6）協働による市民福祉活動の推進（高齢者生きがい推進課・コミュニティ課） 
【事業概要】 

協働のまちづくりに向けてＮＰＯと行政のパートナーシップを強化し、「自分たち
地域の課題は、自分たちで考え、自分たちで解決に向けて行動する」 という本来あ
るべき自治の姿を確立し、地域福祉の向上を目指します。そのため、協働による市
民福祉の促進を図り、地域で公益的な市民活動（福祉・環境・まちづくり等）をす
る団体を支援します。 

 

【取り組みの方向】 
ＮＰＯと行政が、まちづくりのパートナーとして本市の新しい公共を築いていく

ための協働の考え方について理解していくことが重要です。そのため、多様性、先
駆性及び自主性などを兼ね備えたＮＰＯなどに代表される市民活動が、先駆的なチ
ャレンジを試み、新たな公共サービスの担い手として活発な公益活動ができる環境
づくりや支援体制を図っていきます。 

 

（7）福祉関連ＮＰＯ活動の支援（社会福祉課・コミュニティ課） 
【事業概要】 

市民が行う先駆的な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を促進す
るため、新たな市民福祉活動を行う NPO 法人の立ち上げに必要な資金を貸し付ける
ことにより、市民福祉活動の推進を図ります。 

 

【取り組みの方向】 
ＮＰＯ法人の設立が多かった平成１５年度当時、市民の要望により「流山市民福

祉活動事業運営費資金貸付条例」を制定し、2,000 万円の基金を設けて、限度額 500
万円の資金貸付を行ってきましたが、21年度を最後に借り入れもなくなっています。
福祉活動を行うＮＰＯ法人の積極的な事業展開を推進していく必要があると考えま
す。 
市内の福祉活動を行うＮＰＯ法人に対し、新規事業の取り組みを促進し、貸付基

金の利用を図るよう努めます。 
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（8）地域住民によるボランティア活動の促進 
（社会福祉協議会・高齢者生きがい推進課・介護支援課） 

【事業概要】 
地域の自発的な敬老活動や高齢者見守り活動を支援し、地域福祉の推進を図りま

す。 
また、ボランティアとして必要な知識と技能の習得を目指し、社会福祉法人流山

市社会福祉協議会と協力し、介護支援ボランティア講座を平成 21 年度から導入し、
ボランティア活動の活性化を図っています。 

 

【取り組みの方向】 
敬老活動や高齢者見守り活動は、市内１５地区社会福祉協議会が実施しています

が、実施状況の報告が統一されていないのが現状です。 
実施状況報告の統一を図り情報収集に努め、地域住民相互の協力のもとに地区敬

老行事や声の訪問活動等を実施する地区社会福祉協議会等の団体を支援していきま
す。 
介護支援ボランティア講座については、受講生のうち半数以上が介護保険施設等

でのボランティア活動に従事している状況ですが、さらなる上乗せを図るとともに、
講座終了後のフォローアップを行い、質の維持・向上を目指します。 

 

（9）（仮称）介護支援サポーター事業による社会参加の促進（介護支援課） 

（介護支援課） 

【事業概要】 
高齢者の社会参加の一層の促進を図るため、介護の場でのサポート活動の成果を

ポイントに交換し、これを対価に転換できる仕組みとして、（仮称）介護支援サポー
ター事業を実施し、高齢者の地域貢献を評価・奨励するとともに、活動を通じた自
らの介護予防の促進を支援します。 

 

【取り組みの方向】 
高齢者の社会参加活動の促進は、社会貢献のみならず、引きこもりや不活発な生

活習慣による廃用症候群の発生を防止し、増え続ける要介護認定者の伸びを抑える
ための介護予防の効果も十分期待できます。一方では、従事者不足が指摘されてい
る介護現場の後方支援の役割を果たすことでサービスの質の向上にも寄与すること
が期待できます。 
介護の場でのサポート活動を奨励し、こうした効果の実現を図り、もって高齢者

が互いに支え合う地域社会の構築を推進していきます。 
 

（10）防火・防災・緊急体制(予防課・安心安全課・社会福祉課) 
【事業概要】 

平成２０年度に策定した災害時要援護者避難支援計画をもとに、災害が発生した
場合に自力では避難することが困難な高齢者、心身障害者等の要援護者の避難支援
に取り組んでいくことを目指し、防災関係団体、特に自治会の参加を求め、災害時
要援護者も含めた総合防災訓練を実施していきます。 
単身高齢者宅の防火診断の実施と住宅用火災警報器の設置を促進することにより、

火災予防に努めていきます。 
 

【取り組みの方向】 
災害時に要援護者の避難支援を担う団体等として、現在、モデル自治会として避

難支援体制整備を進めています。 
平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災を契機に、災害時要援護者支援に

対する意識の変化等により避難支援計画を実践していきたいという自治会が増えて
きたため、自治会に対する説明会を増やし、さらに計画を推進していきます。 
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（11）消費生活対策（コミュニティ課） 

【事業概要】 
消費者被害に遭わないよう高齢者に対して、情報提供や未然防止のための啓発講

座やパネル展を実施し注意喚起を促し、消費生活の安定向上を図ります。 
 

【取り組みの方向】 
社会問題化されるようになった現在でも、悪質業者は、お金・健康・話し相手・

住まいの不安などを話題に言葉巧みに高齢者に近寄っており、消費生活センターへ
相談する高齢者の割合は、常に高い状況が続いています。 
老人クラブの会合への出前講座、身近に高齢者と接するホームヘルパー、地域包

括支援センター、民生委員・児童委員への働きかけなどを通し、多くの高齢者に注
意喚起を図り、高齢者被害の未然防止に努めていきます。 

 

（12）防犯対策（安心安全課） 

【事業概要】 
高齢者を狙う振り込め詐欺等の犯罪に遭わないために、所轄警察署を中心に防犯意識の高揚

を図るための防犯講話を実施したり、地域で防犯活動を行っていただくなどして、その中で高齢者

の防犯意識の高揚を図り、高齢者を対象とした防犯対策の啓発を図ります。 
 

【取り組みの方向】 
「自分は犯罪に遭わない大丈夫」などの意識が高齢者の中に未だ根強く、さらに、

核家族化した中で家庭内での的確な情報提供者がいないことが問題となっています。
また、地域での防犯活動の取り組み姿勢が各地域で異なるといった状況もみられま
す。 
所轄警察署及び関係機関と連携し、自治会や老人クラブを対象に防犯講話を実施

していきます。地域で高齢者が犯罪に遭わないよう、地域での防犯活動を推進する
ため支援体制を図ります。また、防犯関係団体で犯罪情報を紙ベースで配布し、市
では携帯電話を利用した安心メールの活用を図るなど、引き続き継続していきます。 

 

（13）交通安全対策（安心安全課） 
【事業概要】 

高齢者を対象とした交通安全の啓発並びに交通安全施設の設置と管理を目的とし
ています。全市的な高齢者交通安全教育を推進していきます。 

 

【取り組みの方向】 
危険箇所に係る交通安全施設等の整備が不十分な箇所もあり、情報に基づく迅速

な対応が要求されています。 
ハード、ソフト面からの交通安全対策を総合的に推進するために、地元住民及び

関係各課等との連携に緊密化を図っていきます。 
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４ 外出の支援 

（1）バリアフリーのまちづくり 
（安心安全課・道路管理課・道路建設課・まちづくり推進課・都市計画課） 

【事業概要】 
急速な高齢化社会の進展に伴い高齢者の自立した日常生活及び社会生活を確保す

る為、一定規模以上の駅の旅客施設やその周辺道路等のバリアフリー化を推進しま
す。 
平成 23・24 年度の事業により、東武野田線運河駅の自由通路や駅舎及び東口周辺

道路の整備においてバリアフリー化を行う他、流山おおたかの森駅周辺における公
共交通機関を利用した移動にあたり、支障となるバリアを取除き、高齢者・身体障
害者等の移動を円滑化し、利便性・安全性の向上を図ります。 

 

【取り組みの方向】 
流山おおたかの森駅西口及び北口の整備が遅れていることから、今後、整備進捗

が必要と考えます。 
流山市後期基本計画で予定されている箇所（施設）の他、その他の箇所について

も機会を得て交通バリアフリー化を図っていきます。 
平成 23 年度から平成 24 年度にかけて行う東武野田線運河駅の駅舎及び東口周辺

道路の整備が完了するため、今後は施設の維持及び改善に向けた働きかけを行って
いきます。 
流山おおたかの森駅西口及び北口については、整備進捗に合わせてバリアフリー

化に取り組んでいきます。 
 

（2）道路新設及び改良（道路建設課） 

【事業概要】 
高齢者にとっても安全で安心な移動空間を整備するため、歩道の新設や拡幅、バ

ス運行が可能な道路の整備など、道路の整備充実を図ります。 
 

【取り組みの方向】 
市内の都市計画道路の整備率は５０％に達しておらず、幹線道路のネットワーク

構築がまだ不十分です。現状では、交通量のある路線に歩道がない区間もあり、ま
だ高齢者にとって安全で安心な移動環境が十分整っているとはいえない状況にあり
ます。 
つくばエクスプレス沿線整備区域は、広範囲にわたり区画整理事業によって所要

の幹線道路が構築されるので、つくばエクスプレス沿線整備区域から続く道路の整
備を行い、道路のネットワークを構築していきます。 
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（3）遊具施設等安全対策（みどりの課） 

【事業概要】 
公園緑地等における老朽化や機能が低下している施設について、補修、改良また

は新設を行うことにより、地域住民の需要に応じた施設の充実を図ります。 
また、高齢者の公園利用が増加する中で、高齢者に配慮した公園の施設改良を図

ります。 
 

【取り組みの方向】 
尐子高齢化社会の影響で、幼児用の遊具よりも高齢者用施設の要望が多くなって

います。また、防災性の向上やより安全で、より快適に利用できる公園への要求が
高まる傾向にあります。 
このことから、施設整備に際しては、公園の利用実態、防災性、安全性などを検

討した上で、地元自治会とも連携を取り整備します。 
 

（4）福祉有償運送（社会福祉課） 
【事業概要】 

市が主宰する福祉有償運送運営協議会の協議を経て、関東運輸局千葉運輸支局の
登録を受けた NPO 法人等が自家用自動車を使用して、単独では移動が困難な方に対
して、福祉有償運送事業を実施しています。利用にあたっては、介護保険要介護・
要支援認定等を受けている者で、福祉有償運送事業者に会員として登録することで、
本人及びその付添人がタクシーより低額で利用することができます。 

 

【取り組みの方向】 
平成 21 年度には 7 事業者であったが、平成 23 年度は 6 事業者と減っており、福

祉有償運送を行うＮＰＯ法人の持込み車両は減尐しています。毎年、要介護・要支
援認定者は、3,000 人程度増加し、利用者も若干、増加しており、潜在的な需要は
さらにあると見込まれます。また、事業者の持ち込み車両運転手が年々高齢化して
くるという問題もあります。 
つくばエクスプレスの開業や駅舎等のバリアフリー化やグリーンバスの運行区間

の拡大や民間バス路線の開設などにより、市内の移動は以前よりも負担が尐なくな
ったとはいえ、今後とも高齢化の進展によりひとり暮らし世帯や高齢者のみの世帯
が増加することが見込まれます。要介護・要支援認定高齢者等にとっては、自宅か
ら目的地まで直接到達できるタクシーやそれに代わる移送手段が必要であるため、
今後ともタクシーを補完するものとして、事業者の適正なサービス提供と利用者の
増大を図っていきます。また、車両運転手の高齢化に合わせて、安全運行管理の徹
底に取り組んでいきます。 

 

（5）高齢者等市内移動支援バス（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

市内で送迎バスを運行している企業等の協力のもと、バスの空席を活用して高齢
者の移動支援を行い、積極的に社会参加ができるまちづくりを進め、生きがいのあ
る地域づくりに努めます。 

 

【取り組みの方向】 
路線バス等の無い、交通不便地域の高齢者の移動手段を確保する必要があります。 
運行可能な事業所を発掘し、協力を依頼していくためにどうすればよいか、今後、

検討していきます。 
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第３章 地域包括ケアの体制づくり 

１ 地域包括ケアの推進 

いわゆる団魂の世代（昭和 22 年～昭和 24 年生まれ）の方々が 65 歳以上となる平成 27 年
度を目標として、第 3期計画以降、地域包括ケアの推進を計画の考え方の中心に据えていま
す。 

「地域包括ケア」とは、高齢者の生活を地域で支えるためには、介護保険の保険給付だけ
では必ずしも十分ではないことから、高齢者のニーズに応じ、①住宅が提供されることを基
本としたうえで、高齢者の生活上の安全・安心・健康を確保するために、②ひとり暮らし世
帯や高齢者のみの世帯、あるいは認知症の方がいる世帯に対する生活支援、権利擁護等の介
護保険の給付対象でないサービス、③介護保険サービス、④介護予防サービス、⑤在宅の生
活の質を確保するうえで必要不可欠な医療保険サービスの５つを一体化していくという考
え方です。 

とりわけ、生活スタイルの変化に伴い、ひとり暮らし世帯や高齢者のみの世帯が急速に増
えています。こうした方々を中心に、万一、支援や介護が必要な状態になったとしても、そ
の方の状態にあった様々なサービスを総合的に受けることができれば、住み慣れた‘わがま
ち’で生活を継続することが可能となります。こうしたことから、地域包括ケアを充実強化
することが必要となっているのです。 

第 5期計画では、地域包括ケアの体制の充実強化のために、継続的かつ着実に取り組む方
向性をもって諸事業を計画に位置づけています。 
 

【取り組みの方向】 
地域包括ケアの充実強化のために、利用者のニーズに応じて、適切に組み合わさ

れたサービス提供が、継続的（入院、退院、在宅復帰を通じて切れ目ないサービス
提供）に行われるようシステム化を図ります。また、日常生活圏域ごとの地域特性
等の実情を反映したシステム化を進めるとともに、地域包括支援センターが、さま
ざまな社会資源を活用してニーズと支援を結び付ける調整機能を果たし、調和のと
れた地域包括ケアづくりを推進します。 
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支え合い対応能力の向上 
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２ 地域包括支援センターの充実強化 

【事業概要】 
本センターは、「総合性」「包括性」「継続性」の３点を主な視点とする「地域包括

支援体制」の確立を目指し、「介護保険サービスのみならず、地域の保健・福祉・医
療サービスやボランティア活動、支え合いなどの多様な社会資源を有機的に結びつ
け、ネットワークを構築すること」「高齢者の相談を総合的に受け止めるとともに、
訪問して実態を把握し、必要なサービスにつなぐ等の総合相談支援や、虐待の防止
など高齢者の権利擁護に努めること」「高齢者に対し包括的・継続的なサービスが提
供されるよう、地域の多様な社会資源を活用したケアマネジメントの構築をするこ
と」「介護予防事業や予防給付が効果的かつ効率的に提供されるよう、適切なマネジ
メントを行うこと」の基本機能を担います。 
また、地域住民のニーズや選択に応じ、医療、保健、介護、福祉サービスを適切

かつ適時に提供する地域包括ケアの構築の中核的な機能を担う、高齢者の生活を支
える総合機関として運営しています。 

 

【取り組みの方向】 
地域包括支援センター機能の一層の強化のため、体制の整備（人員確保、スキル

アップ）を図っていきます。 
また、地域のネットワークの構築、医療との連携強化、多職種協働連携の強化、

介護支援専門員支援への更なる充実に向けて「地域包括支援センター及び地域密着
型サービス運営協議会」の意見を踏まえ取り組んでいきます。 
さらには、地域包括支援センターをより多くの方に知ってもらい、一層の利用促

進を図るため、周知活動をすすめていきます。 
地域包括支援センターの運営は、引き続き社会福祉法人等の法人に委託していき

ます。 
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３ 医療との連携の推進 

（1）かかりつけ医との連携（介護支援課） 

【事業概要】 
かかりつけ医は、専門医として、過去の病歴など高齢者本人の心身の状態を把握

し、傷病の治療、悪化防止、観察や身体の変調への相談など、多角的に把握、理解
している立場にあります。 
また、要介護認定申請の際は、本人の傷病や生活機能の状態に基づき主治医意見

書を作成し、要介護認定審査の重要な資料となる他、介護サービス利用の際は、サ
ービス利用にあたって医学的に留意する事項等を助言するなどの役割を果たします。 

 

【取り組みの方向】 
持病等を抱えた高齢者が在宅で安心して療養生活を継続していくためには、あら

ゆる場面で、かかりつけ医との十分な連携が図られる必要があります。 
とりわけ要介護（要支援）認定者のサービス利用の際に、かかりつけ医とケアマ

ネジャーが緊密に連携し本人の心身の状態や生活状況等を適切に反映したサービス
を利用することが状態の悪化防止を図る上で大切です。 
地域のケアマネジャーで組織されている流山市介護支援専門員連絡会では、「千葉

県地域生活連携シート」を利用し、医師とケアマネジャーの情報の共有化を推進し
ています。市では、こうした活動を支援し、医療と介護の連携強化を図っていきま
す。 

 

（2）認知症対策に係る医療との連携（介護支援課） 
【事業概要】 

認知症を抱える高齢者が増え続けています。 
認知症への対応は、早い段階から介護サービスの利用による生活機能の維持や介

護者の負担軽減を図ることが必要ですが、それとともに、早期に発見し、早期に医
療につなぐことが進行の防止を図る上で重要になります。 
流山市医師会の協力を得て、認知症教室の開催の他、地域包括支援センターの主

催による認知症サポーター養成講座を実施し、より多くの市民に認知症を正しく理
解してもらう取り組みを展開しています。 

 

【取り組みの方向】 
認知症対策においては、専門家である医師の協力が欠かせません。今後も流山市

医師会の協力のもと、増え続ける認知症を抱える方への対策に望む必要があります。
認知症講座等の開催を継続し、全市的な認知症への理解の浸透を図り、認知症を抱
える方とともに暮らすことができる地域づくりを目指します。 
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４ 認知症高齢者対策の推進 

（1）ＳＯＳネットワーク（安心安全課・高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

警察、市、金融機関、学校、医療機関、老人ホーム、コンビニエンスストア等と
連携するとともに、安全安心メールで市民にも協力を依頼し、早期に身柄を保護し、
徘徊する高齢者を介護する家族などの安心の一助を図ります。 

 

【取り組みの方向】 
徘徊等の行方不明者が広域的に移動した場合、１市だけでの対応では困難となっ

ています。また、徘徊等による行方不明者が発生した場合は、迅速に情報共有を行
うことが必要です。夜間や休日となると、連絡に制約が生じることがあります。 
認知症の人や家族の不安感の軽減を図るため、今後も事業の継続を図り、また、

広域対応、夜間、休日対応を検討していきます。 
 

（2）認知症高齢者介護家族への支援（介護支援課） 
【事業概要】 

介護者支援のため、認知症介護の知識等の習得及び家族（介護者）同士の情報交
換や交流を図ることを目的として、市及び地域包括支援センターが各月で認知症を
介護する家族のための集いを開催しています。このことにより、介護者の心身の健
康保持や介護負担の軽減に努めています。 

 

【取り組みの方向】 
認知症介護家族が一人で抱え込まないなど、介護者の精神的負担の軽減の役割を

果たしていますが、最近では若年性認知症の介護家族からの相談があり、高齢者の
場合と違った家族の抱える状況や課題があります。今後も、高齢者及び若年の認知
症介護家族の課題把握に努め、より充実した支援が行えるよう検討していきます。 

 

（3）認知症サポーター養成事業（介護支援課） 
【事業概要】 

「認知症サポーター養成講座」の開催により、地域や職域において認知症に関す
る正しい知識を持ち、認知症の人や家族を支援する認知症サポーターを養成し、認
知症の方やその家族が安心して暮らし続けることができる地域づくりを推進してい
きます。 

 

【取り組みの方向】 
高齢化率の上昇に伴い、認知症も増えていくと考えられ、サポーターの養成は今

後必要不可欠であると考えます。より多くの市民に受講していただき新たなサポー
ターを養成していきます。また、充実した養成講座の企画・運営・調整等を図り、
ＰＲに取り組んでいきます。 
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５ 高齢者の権利擁護に係る施策の推進 

（1）高齢者虐待防止ネットワーク事業（介護支援課） 
【事業概要】 

高齢者虐待の予防、早期発見、早期対応のための体制を構築するために、平成 20
年に創設した「流山市高齢者虐待防止ネットワーク」で、関係機関のネットワーク
を強化し、高齢者の権利擁護を図ることを目指しています。 

 

【取り組みの方向】 
虐待が発生した場合でも、早期に対応できるよう関係機関や関係者が気づきの視点を

持ち、一定の流れに沿って対応し再発や悪化を防ぐことが必要であるため、高齢者虐待に
関するマニュアルやその他関連する帳票の整備を進めていきます。 

また、高齢者虐待防止ネットワーク（全体会及び担当者会）の定期的開催の他、高齢者
虐待防止の啓発のための研修会を実施していきます。 

 

（2）成年後見制度利用支援事業（介護支援課） 
【事業概要】 

身寄りがなく成年後見の申立てをする親族がいない高齢者等に対し、市長が申立
てを行います。また、後見人等の報酬費用を負担することが困難な高齢者等に対し、
所得状況に基づき報酬費用の一部または全部を助成します。 

 

【取り組みの方向】 
事業を継続するとともに、市長申立てにより選任された後見人等の連携を図り、

適切な後見制度の利用促進を図ります。 
また、制度の安定的な運営を図るため、報酬費用助成の対象者の在り方について

検討していくとともに、後見人等との連携を強化します。 
 

（3）成年後見制度活用促進事業（介護支援課・障害者支援課） 
【事業概要】 

成年後見制度の普及・啓発促進のための検討会（「流山市成年後見制度検討会」平
成 23 年に発足）を実施し、市が目指す方向やそれに対する取り組みについて検討し
ています。 

 

【取り組みの方向】 
高齢者人口の増加に伴い、今後、成年後見制度の利用ニーズは高まっていくこと

が予測されます。流山市社会福祉協議会やＮＰＯ法人と協力し制度利用に関する相
談窓口等の充実に向けて取り組んでいきます。 
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第４章 在宅での生活の継続を支える仕組みづくり 

１ 高齢者福祉サービスの充実 

（1）布団乾燥消毒サービス（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

高齢者の自宅での生活維持、及び健康保持を図るため、寝たきり高齢者の方、ま
たはおおむね６５歳以上のひとり暮らしの方で布団を干すことが困難な方のお宅に
布団乾燥車を派遣して、乾燥消毒を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 
登録者数 45 人 50 人 55 人 

利用回数 650 回 680 回 720 回 

 

事業の周知に努め、適正実施を図っていきます。 
 

（2）高齢者外出支援サービス（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

高齢者の自宅での生活を維持し介護状態の進行を防止するため、６５歳以上でひ
とり暮らしの方、または高齢者のみの世帯等の方で、老衰、心身の障害などの理由
で一般の交通機関を利用することが困難な方に対して、市の委託を受けた事業者が、
移送車両で自宅の玄関から病院や介護保険施設の入り口までの移動及び昇降時の介
助を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 
登録者数 90 人 95 人 100 人 

利用回数 2,112 回 2,172 回 2,232 回 

 

事業の周知に努め、適正実施を図るとともに、病院の通院及び介護保険関係施設
利用時に本サービス提供を行っていますが、公共の交通機関を利用することが困難
な方や、家に引きこもりがちな高齢者に対しても、外出の機会を増やす意味から利
用内容の検討が必要です。 
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（3）高齢者訪問理美容サービス（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

高齢者の自宅での生活を維持し介護状態の進展を防止するため、理容所または美
容所に出向くことが困難な在宅高齢者を対象に、訪問による理美容サービスを提供
することによって、在宅生活の向上を図り、高齢者の福祉の増進に貢献します。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 
登録者数 25 人 28 人 31 人 

利用回数 40 回 45 回 50 回 

 

高齢者の増加に伴い、訪問理容サービスの対象者も増えていくことが予測されま
す。 
事業の周知に努め、適正実施を図っていきます。 

 

（4）日常生活用具の給付等（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

高齢者の自宅での生活を維持し介護状態の進展を防止するため、ひとり暮らし高
齢者に対し、緊急通報装置、電磁調理器、火災報知機等の日常生活に必要な用具を
給付等することにより、安心した生活が送れるよう便宜を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 

緊通設置 
年間件数 

31 件 32 件 33 件 

その他件数 1 件 １件 １件 

 

緊急通報装置の設置件数は増加しているが、他の日常生活用具は設置希望が尐な
い状況です。 
社会情勢、生活様式の変化に合わせて、給付内容を見直す必要があると考えてい

ます。 
 

（5）声の訪問事業（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

市内のひとり暮らし高齢者等に対し、地域住民による訪問または見守りを行うこ
とによって孤独感の解消と安否確認をするとともに、ふれあいと支えあいのある心
豊かな地域福祉社会づくりを推進します。 
 

【取り組みの方向】 
現在、15 地区社会福祉協議会中 13 地区が実施していますが、全地区での実施が

必要です。また、活動は、地区独自であり格差も生じています。それぞれの抱える
問題もあり解決しなければなりません。 
情報交換の場を提供し、それぞれの地域で行っている活動の良い点、悪い点を検

討し、事業内容の向上を図っていきます。 
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（6）家族介護支援事業（介護支援課） 
【事業概要】 

家族介護者に対する慰労金や介護用品の支給等を行い、家族の身体的・精神的・
経済的負担の軽減を図ります。「在宅高齢者家族介護慰労事業」「在宅高齢者家族
介護用品支給事業」「徘徊高齢者等家族支援サービス事業」があります。 

 

【取り組みの方向】 
<在宅高齢者家族介護慰労事業> 

介護保険を利用していない重度の要介護認定高齢者を在宅で介護する市民税非課
税世帯の家族を対象に慰労金を支給します。 

 
<在宅高齢者家族介護用品支給事業> 

紙おむつ等の介護用品が必要な介護度中重度の高齢者を在宅で介護する市民税非
課税世帯の家族を対象に、利用券を発行し、家族の経済的負担軽減を図ります。 

 
<徘徊高齢者家族支援サービス事業> 

徘徊高齢者位置探索情報提供サービスを利用した家族介護者を対象に登録料の一
部を助成します。 

 

（7）給食サービス（介護支援課） 
【事業概要】 

食の調達が困難なひとり暮らし等の高齢者を対象に、栄養改善を図り健康の増進
に寄与することを目的として、週３回夕食の提供を行うことで在宅生活の継続を支
援します。 

 

【取り組みの方向】 

項目     
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 給食サービス 利用食数 48,250 食 51,072 食 53,491 食 

    人数 4,308 人 4,560 人 4,776 人 

 

高齢者が低栄養状態に陥ることなく在宅生活を継続することができるように、ア
セスメントを通じてサービスの適切な利用を図ります。 
なお、低所得者への配慮として、利用者負担額の軽減措置を実施します。 
 

（8）福祉サービス未利用者に対するＰＲの推進（高齢者生きがい推進課・介護支援課） 
（高齢者生きがい推進課・介護支援課） 

 
【事業概要】 

支援の必要な高齢者が適切にサービスの利用ができるように、サービス内容、手
続き方法を広く対象者に伝え、必要なサービスを給付し、高齢者の福祉の向上を目
指します。 

 

【取り組みの方向】 
サービス未利用者の実態把握がなされていないことや各種福祉サービスの PR が

十分とは言えないという状況があります。 
広報ながれやま、ホームページ、ちらし、ポスターでの PR をはじめ、高齢者向け

各種イベントでの体験、経験型 PR で参加者の口伝えでの周知などの工夫をしていき
ます。 
また、転入届の際に案内の配布を行っていき、対象者への周知を図っていきます。 
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２ 高齢者の居住に係る施策との連携 

（1）高齢者向け住宅の提供（建築住宅課） 
【事業概要】 

３ＤＫに入居する小世帯の住み替えを誘導するなど、世帯人数に応じた適切な規
模の住宅への入居を勧めたり、高齢者のためにバリアフリー化した住宅を提供して
いきます。 

 

【取り組みの方向】 
市営住宅の建設には用地を含め多大な経費を要することになるため、既存ストッ

クの有効活用を図っていきます。 
また、民間活力の導入により市営住宅の不足を補い、住宅に困窮している市民の

住生活の安定に取り組んでいきます。 
 

（2）福祉住宅改善相談（高齢者生きがい推進課・介護支援課・障害者支援課） 
【事業概要】 

介護の必要な高齢者の生活や重度障害者の方が住み慣れた地域で生活を続けるた
めに、バリアフリー化などの住宅改修を行った際に助成することで、経済的負担を
軽減し、社会的自立の促進を図ることを目指しています。 

 

【取り組みの方向】 
この制度は、障害者と高齢者が対象となっており、それぞれの担当課で行ってい

ます。 
この制度の利用促進のため、広報ながれやま等などによる周知活動を強化し、サ

ービス提供の拡大を図っていきます。 
 

（3）住宅改修支援事業（介護支援課） 
【事業概要】 

介護支援専門員に対して、ケアプランの利用のない場合の住宅改修に係る理由書
作成に対する支援を行うことで、介護保険サービス利用の促進を図るとともに、適
正な住宅改修を支援していきます。 

 

【取り組みの方向】 
ケアプラン利用のない方の住宅改修の支援として、引き続き実施していきます。 

 

（4）住宅改造費の助成（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

高齢者の自宅での生活を維持し介護状態の進展を防止するため、市内の居宅で日
常生活を営むために住宅の一部を改造する必要がある高齢者または同居者に対し、
改造費の一部を助成することにより、高齢者の自立の促進及び介護に適した住環境
づくりを推進します。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 利用件数 50 件 55 件 60 件 

 

介護保険の住宅改修費の上乗せとしての制度であるため、利用者の手続き上の利
便を図るためには、事務の統一化が求められます。 
介護保険の住宅改修制度との事務の統一化に向けて検討していきます。 
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（5）ケアハウス（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

原則として 60 歳以上で、自炊ができない程度の身体機能の低下が認められ、また
は高齢のために独立して生活するには不安が認められ、家族の援助を受けられない
といった自立生活に不安のある高齢者の居住場所の整備として、ケアハウスの情報
を提供します。 

 

【取り組みの方向】 
需要に応じた施設計画の策定が必要です。 
設置の適正数値の把握に努め計画的に建設指導を行っていくとともに、今後、内

容を検討していきます。 
 

（6）サービス付き高齢者住宅（高齢者生きがい推進課） 
【事業概要】 

自立生活に不安のある高齢者の居住場所として、ひとり暮らし高齢者や高齢者の
みの世帯が増えている中、バリアフリー化など高齢者が暮らしやすい環境を考慮し
た住まいが必要であることから、事業者による介護付き有料老人ホームやサービス
付き高齢者住宅の整備が進んでいます。 

 

【取り組みの方向】 
高齢者住まい法の改正（平成 23 年 10 月 20 日施行）により、高齢者専用賃貸住宅

等が「サービス付き高齢者住宅」として再編されました。 
日常生活に不安を抱える高齢者の安心した住まいとしての活用や、訪問介護や通

所系サービスなどの利用によりお世話が重度な状態になっても、生活の継続ができ
る住まいとして期待されています。利用ニーズを見極めつつ、民間活力によりバラ
ンスよく整備を図って行く方向です。 
一方で、入居に際しては、出来る限り流山市民を優先入居させること、他市の被

保険者の入居については住所地特例により対応することなど適切な事業者指導を行
います。 
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第５章 高齢者を支える介護体制づくり 

     

１ 予防給付サービスの推進 （介護支援課） 

要支援１～２の方を対象に要介護状態にならないように、身体機能の維持・向上を図るサービスです。 

【予防給付サービスにおける取り組みの方向について】 

介護予防サービス受給者への介護予防サービスの提供が充足しているのか、それ
とも不足しているのかを的確に把握し、必要な介護予防サービスを提供できるよう
に取り組んでいきます。 
※計画値については、これまでの給付実績と今後のサービス利用者数の増加を見 
込み推計しました。 

※年延人数・回数・日数は、年間の利用者数・回数・日数です。 
※実人数は、一か月あたりの利用者数です。 

 

（1）介護予防訪問介護（ホームヘルプサービス） 
【事業概要】 

居宅において介護を受ける要支援者を対象に、能力に応じ自立した日常生活を営
めるよう、その方の居宅において介護福祉士等が入浴、排せつ、食事等の介護その
他の日常生活上の世話をします。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 3,051 人 3,473 人 3,896 人 

  実人数 255 人 290 人 325 人 
 
 

（2）介護予防訪問入浴介護 
【事業概要】 

要支援者の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介護をします。 
 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 28 回 33 回 37 回 

  実人数 2 人 2 人 2 人 
 
 

（3）介護予防訪問看護 
【事業概要】 

訪問看護が必要と主治医が認めた要支援者を対象に、その居宅において看護師等
が療養上の世話または必要な診療の補助を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 928 回 953 回 998 回 

  実人数 34 人 36 人 37 人 
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（4）介護予防訪問リハビリテーション 
【事業概要】 

訪問リハビリテーションが必要と主治医が認めた要支援者を対象に、その居宅に
おいて、心身機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために理学療法、作
業療法、その他必要なリハビリテーションを行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 452 回 519 回 587 回 

  実人数 4 人 4 人 5 人 

 

（5）介護予防居宅療養管理指導 
【事業概要】 

要支援者を対象に、病院等の医師、歯科医師、薬剤師等が、療養上の管理及び指
導をします。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 440 人 450 人 460 人 

  実人数 37 人 38 人 39 人 

 

（6）介護予防通所介護（デイサービス） 
【事業概要】 

要支援者を対象に介護予防、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その
他の日常生活上の世話及び機能訓練をし、心身機能の維持を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 3,167 人 3,800 人 4,561 人 

  実人数 264 人 317 人 381 人 
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（7）介護予防通所リハビリテーション（デイケア） 
【事業概要】 

通所リハビリテーションが必要と主治医が認めた要支援者を対象に、当該施設に
おいて、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行い、心身機能の
維持回復を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 1,370 人 1,565 人 1,759 人 

  実人数 115 人 131 人 147 人 

 

（8）介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 
【事業概要】 

要支援者を対象に、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生
活上の世話及び機能訓練を行い、身体機能の維持・向上を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延日数 270 日 311 日 353 日 

  実人数 8 人 9 人 10 人 

 

（9）介護予防短期入所療養介護（ショートケア） 
【事業概要】 

要支援者を対象に、当該施設において看護、医学的管理の下における介護及び機
能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行い、身体機能の維持・向上を
図ります。 
 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延日数 24 日 24 日 24 日 

  実人数 2 人 2 人 2 人 
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（10）介護予防福祉用具貸与 
【事業概要】 

心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある要支援者を対象に、日常生活
上の便宜を図るため、また、要支援者の機能訓練の為に福祉用具を貸与します。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 967 人 1,105 人 1,244 人 

  実人数 81 人 93 人 104 人 

 

（11）介護予防特定施設入居者生活介護 
【事業概要】 

有料老人ホーム等の施設に入居している要支援者を対象に、当該特定施設が計画
に基づき入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練及び療
養上の世話をします。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 314 人 347 人 397 人 

  実人数 27 人 29 人 34 人 

 

（12）介護予防特定福祉用具販売 
【事業概要】 

要支援者に対し、福祉用具のうち入浴または排せつの用に供するもの等を販売し
ます。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 88 人 104 人 122 人 

  実人数 85 人 99 人 115 人 
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（13）介護予防住宅改修 
【事業概要】 

要支援者が在宅での生活に支障がないように、手すりの取り付け等の住宅改修に
要する費用を助成します。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 132 人 145 人 157 人 

  実人数 130 人 142 人 153 人 

 

（14）介護予防支援（介護予防ケアプラン作成） 
【事業概要】 

要支援認定を受けた方が、介護予防サービスを利用するためには、地域包括支援
センターが作成するケアプランが必要となります。要支援認定を受けた方が適切な
サービスを利用できるように、地域包括支援センターが利用者の心身の状況等を的
確に把握し、介護予防サービスの利用計画を作成し、サービス提供事業者との連絡
や調整を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 7,231 人 8,164 人 9,168 人 

  実人数 603 人 681 人 764 人 
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２ 介護給付サービスの推進 （介護支援課） 

要介護１～５の方を対象に、自立した生活を継続するためのサービスです。 

【介護給付サービスにおける取り組みの方向について】 

介護サービス受給者への介護サービスの提供が充足しているのか、それとも不足
しているのかを的確に把握し、必要な介護サービスを提供できるように取り組んで
いきます。 
※計画値については、これまでの給付実績と今後のサービス利用者数の増加を見 
込み推計しました。 

※年延人数・回数・日数は、年間の利用者数・回数・日数です。 
※実人数は、一か月あたりの利用者数です。 

 

■在宅サービス 

（1）訪問介護（ホームヘルプサービス） 
【事業概要】 

居宅において介護を受ける要介護者（居宅要介護者）を対象に、能力に応じ自立
した日常生活を営めるよう、その方の居宅において介護福祉士等が入浴、排せつ、
食事等の介護その他の日常生活上の世話をします。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 300,506 回 331,186 回 360,993 回 

  実人数 1,182 人 1,303 人 1,420 人 
 
 

（2）訪問入浴介護 
【事業概要】 

居宅要介護者の居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介護をします。 
 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 6,842 回 7,684 回 8,526 回 

  実人数 116 人 130 人 144 人 
 
 

（3）訪問看護 
【事業概要】 

訪問看護が必要と主治医が認めた居宅要介護者を対象に、その居宅において看護
師等が療養上の世話または必要な診療の補助を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 22,370 回 25,132 回 27,895 回 

  実人数 400 人 444 人 488 人 
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（4）訪問リハビリテーション 
【事業概要】 

訪問リハビリテーションが必要と主治医が認めた居宅要介護者を対象に、その居
宅において、心身機能の維持回復を図り、日常生活の自立を助けるために理学療法、
作業療法、その他必要なリハビリテーションを行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 9,017 回 10,246 回 11,475 回 

  実人数 81 人 92 人 102 人 

 

（5）居宅療養管理指導 
【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、病院等の医師、歯科医師、薬剤師等が、療養上の管理及
び指導をします。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 8,445 人 8,745 人 9,069 人 

  実人数 704 人 729 人 756 人 

 

（6）通所介護（デイサービス） 
【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他の
日常生活上の世話及び機能訓練をし、心身機能の維持を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 131,482 回 144,630 回 157,647 回 

  実人数 1,209 人 1,330 人 1,449 人 
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（7）通所リハビリテーション（デイケア） 
【事業概要】 

通所リハビリテーションが必要と主治医が認めた居宅要介護者を対象に、当該施
設において、理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行い、心身機
能の維持回復を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 45,722 回 49,838 回 53,825 回 

  実人数 507 人 553 人 597 人 

 

（8）短期入所生活介護（ショートステイ） 
【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他日
常生活上の世話及び機能訓練を行い、身体機能の維持・向上を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延日数 43,358 日 49,624 日 55,890 日 

  実人数 384 人 432 人 481 人 

 

（9）短期入所療養介護（ショートケア） 
【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、当該施設において看護、医学的管理の下における介護及
び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行い、身体機能の維持・向
上を図ります。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延日数 2,132 日 2,439 日 2,747 日 

  実人数 33 人 38 人 42 人 
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（10）福祉用具貸与 
【事業概要】 

心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障がある居宅要介護者を対象に、日常
生活上の便宜を図るため、また、要介護者等の機能訓練の為に福祉用具を貸与しま
す。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 16,061 人 17,878 人 19,696 人 

  実人数 1,339 人 1,490 人 1,642 人 

 

（11）特定施設入居者生活介護 
【事業概要】 

有料老人ホーム等の施設に入居している要介護者を対象に、当該特定施設が計画
に基づき入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話や機能訓練及び療
養上の世話をします。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 2,578 人 2,850 人 3,151 人 

  実人数 215 人 238 人 263 人 

 

（12）特定福祉用具販売 
【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、福祉用具のうち入浴または排せつの用に供するもの等を
販売します。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 495 人 564 人 633 人 

  実人数 455 人 514 人 573 人 
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（13）住宅改修費の支給 
【事業概要】 

居宅要介護者が在宅での生活に支障がないように、手すりの取り付け等の住宅改
修に要する費用を助成します。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 408 人 428 人 449 人 

  実人数 388 人 406 人 426 人 

 

（14）居宅介護支援（ケアプランの作成） 
【事業概要】 

要介護認定を受けた方が、介護サービスを利用するためには、居宅介護支援事業
所の介護支援専門員が作成するケアプランが必要となります。要介護認定を受けた
方が適切なサービスを利用できるように、介護支援専門員が利用者の心身の状況等
を的確に把握し、介護サービスの利用計画を作成し、サービス提供事業者との連絡
や調整を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 33,680 人 37,048 人 40,383 人 

  実人数 2,807 人 3,088 人 3,366 人 
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■施設サービス 

（15）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 
【事業概要】 

常時介護を必要とし、居宅での介護が困難な要介護入所者を対象に、入浴、排せ
つ、食事等の介護その他の日常の世話及び機能訓練を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 5,868 人 6,588 人 7,308 人 

  実人数 539 人 549 人 659 人 

 

介護老人福祉施設への入所希望者は、平成 23 年 7 月 1 日で 567 名です。この待機
者解消のため第4期介護保険事業計画中(平成23年度)に 100床の介護老人福祉施設
の整備を行い、さらに第 5 期介護保険事業計画中(平成 24 年度及び平成 26 年度)に
合計 200 床の介護老人福祉施設の整備を進めます。 

 

（16）介護老人保健施設（老人保健施設） 
【事業概要】 

入院して治療をする必要はないものの、在宅での療養が困難な要介護者を対象に、
看護や機能訓練などのサービスを提供し、家庭への復帰を目指します。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 3,408 人 3,468 人 3,528 人 

  実人数 284 人 289 人 294 人 

 

（17）介護療養型医療施設（療養型病床群） 
【事業概要】 

長期にわたり療養を必要とする要援護高齢者を対象に、療養上の管理、看護、医
学的管理のもとにおける介護その他の世話及び機能訓練等を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 300 人 305 人 310 人 

  実人数 25 人 26 人 26 人 

 

本市の介護療養型医療施設は、平成 23 年 9 月をもって廃止となり、全国的にも平
成 30 年 3 月 31 日をもって廃止の予定です。表中の人数については、他市町村の介
護療養医療施設の利用見込数です。 
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３ 地域密着型サービスの推進 （介護支援課） 

住み慣れた地域で暮らし続けられるように、利用者のニーズにきめ細かく対応するためのサービスです。 

原則として流山市民のみ利用することができるサービスです。 

 

■予防給付 

【予防給付サービスにおける取り組みの方向について】 

介護予防サービス受給者への介護予防サービスの提供が充足しているのか、それ
とも不足しているのかを的確に把握し、必要な介護予防サービスを提供できるよう
に取り組んでいきます。 
※計画値については、これまでの給付実績と今後のサービス利用者数の増加を見 
込み推計しました。 

※年延人数・回数・日数は、年間の利用者数・回数・日数です。 
※実人数は、一か月あたりの利用者数です。 
 

（1）地域密着型介護予防認知症対応型通所介護 
【事業概要】 

認知症の要支援者を対象に、認知症デイサービスにおいて入浴、排せつ、食事等
の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 24 人 24 人 24 人 

実人数 2 人 2 人 2 人 

 

 

（2）地域密着型介護予防小規模多機能型居宅介護 
【事業概要】 

要支援者を対象に、要支援者の選択に基づき、心身の状況、環境等に応じ、通い
サービス、訪問サービス、宿泊サービスの３つのサービスを組み合わせ、入浴、排
せつ、食事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 14 人 15 人 17 人 

  実人数 2 人 2 人 2 人 
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（3）地域密着型介護予防認知症対応型共同生活介護(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 
【事業概要】 

認知症要支援者を対象に、共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、食
事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 24 人 24 人 24 人 

 
実人員 2 人 2 人 2 人 

 

 

■介護給付 

【介護給付サービスにおける取り組みの方向について】 

介護サービス受給者への介護サービスの提供が充足しているのか、それとも不足
しているのかを的確に把握し、必要な介護サービスを提供できるように取り組んで
いきます。 
※計画値については、これまでの給付実績と今後のサービス利用者数の増加を見 
込み推計しました。 

※年延人数・回数・日数は、年間の利用者数・回数・日数です。 
※実人数は、一か月あたりの利用者数です。 
 
 

（4）地域密着型定期巡回・随時対応型訪問介護看護 
【事業概要】 

重度者をはじめとした要介護高齢者を対象に、日中・夜間を通じて、訪問介護と
訪問看護が一体的または密接に連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対
応を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 120 人 240 人 360 人 

  実人数 10 人 20 人 30 人 

 

第 5 期計画中に、必要に応じて当該介護サービスが提供できるよう、事業者に働
きかけていきます。 
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（5）地域密着型夜間対応型訪問介護 

【事業概要】 
主にひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯、中重度の要介護者を対象に、夜

間に定期的な巡回または通報により、介護福祉士等の訪問介護員が居宅を訪問して、
入浴・排せつ・食事等の介護などの日常生活上の世話、緊急時の対応などを行いま
す。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 0 人 36 人 36 人 

  実人数 0 人 3 人 3 人 

 

（6）地域密着型複合型サービス 
【事業概要】 

要介護度が高く、医療ニーズの高い高齢者を対象に、小規模多機能型居宅介護の
サービスに加え、必要に応じて訪問看護を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 0 人 0 人 184 人 

  実人数 0 人 0 人 16 人 

 

（7）地域密着型認知症対応型通所介護 
【事業概要】 

認知症の居宅要介護者を対象に、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護
その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延回数 7,714 回 8,021 回 8,663 回 

  実人数 62 人 64 人 69 人 
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（8）地域密着型小規模多機能型居宅介護 
【事業概要】 

居宅要介護者を対象に、心身の状況、環境等に応じ、通いサービス、訪問サービ
ス、宿泊サービスの３つのサービスを組み合わせ、入浴、排せつ、食事等の介護そ
の他の日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 583 人 616 人 684 人 

  実人数 49 人 52 人 57 人 

 

（9）地域密着型認知症対応型共同生活介護(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ) 
【事業概要】 

認知症要介護者を対象に、共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、食
事等の介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 1,368 人 1,368 人 1,584 人 

  実人数 114 人 114 人 132 人 

 

高齢者の増加に伴い、認知症の方への介護サービス提供体制の充実が必要となり
ます。第 4 期介護保険事業計画中の平成 24 年度に 3 ユニット（27 名）の認知症対
応型共同生活介護の整備を行い、さらに平成 26 年度に 2 ユニット（18 名）の認知
症対応型共同生活介護の整備を進めます。 

 

（10）地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 
【事業概要】 

入所定員が 29 人以下の施設で要介護者を対象に、入浴、排せつ、食事等の介護そ
の他の日常生活上の世話や機能訓練及び療養上の世話を行います。 

 

【取り組みの方向】 

項目   
平成 

24 年度 
平成 

25 年度 
平成 

26 年度 

計画値 年延人数 348 人 348 人 348 人 

  実人数 29 人 29 人 29 人 
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４ その他サービスの推進 

（1）介護支援専門員の支援（介護支援課） 

【事業概要】 
市内の事業所に勤務する介護支援専門員に対し、資質向上のため定期的に情報提

供、意見交換、研修会などを開催し、関係機関や関係職種等との連携づくりや個々
の介護支援専門員に対する支援を行います。 

 

【取り組みの方向】 
認知症高齢者や問題が複雑化している利用者の増加により、スキルアップ、関係

機関等との連携が益々重要となっています。流山市介護支援専門員連絡会が主体と
なり業務の中で課題や社会情勢に応じた研修を積極的に行っていき、継続的に支援
をしていきます。 

 

（2）シルバーサービス事業者連絡会（介護支援課） 
【事業概要】 

誰もが安心して利用できる社会サービス体制を実現するために、サービスの質、
内容の向上に向け、事業者連絡会や、サービス展開にあたっての連携、調整を図り
ます。 

 

【取り組みの方向】 
市内でサービス提供を行う事業者間の連携や相互補完を進め、介護サービスの安定的

な供給体制づくり、情報の共有及びサービスの質の向上を図っていきます。 
 

（3）介護相談員派遣（介護支援課）  
【事業概要】 

介護相談員が、介護サービス提供の場を訪ね、サービスを利用する方等の話を聞
き、利用者の疑問や不満、不安の解消を図るとともに、派遣を受けた事業所におけ
る介護サービスの質の向上を図ります。 

 

【取り組みの方向】 
介護相談員派遣事業の推進のため活動状況の公表、介護相談員だよりの発行、事

業者説明会等により、サービス利用者及び事業者に事業の趣旨の理解を目指してい
きます。 

 

（4）介護保険制度モニター（介護支援課） 
【事業概要】 

介護サービス利用者、その家族または介護経験のある者で公募により委嘱したモ
ニターから介護保険制度や介護サービスの情報等を広く公正に聴き、その意見等を、
介護サービス事業者等に届けることなどにより、介護サービスの質の向上と介護保
険制度の充実を図っていきます。 

 

【取り組みの方向】 
モニターの制度の見直しに係る理解を深めつつ、連絡会議を通じて介護保険事業

計画の改正に向けて、その声を反映させることができるよう図っていきます。 
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平成24年度
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

第1号被保険者 1,626人 180人 123人 460人 343人 241人 117人 162人
65～69歳 213人 13人 20人 47人 43人 39人 18人 33人
70～74歳 217人 24人 7人 62人 52人 38人 9人 25人
75～79歳 339人 14人 18人 127人 64人 53人 33人 30人
80～84歳 383人 53人 42人 107人 92人 44人 15人 30人
84～89歳 294人 56人 24人 75人 65人 41人 13人 20人
90歳以上 180人 20人 12人 42人 27人 26人 29人 24人

第2号被保険者 100人 2人 2人 30人 28人 14人 15人 9人

総数 1,726人 182人 125人 490人 371人 255人 132人 171人

第1号被保険者 3,971人 483人 396人 933人 607人 592人 527人 433人
65～69歳 176人 18人 12人 44人 43人 17人 6人 36人
70～74歳 302人 52人 21人 94人 64人 32人 10人 29人
75～79歳 616人 129人 36人 185人 76人 53人 69人 68人
80～84歳 1,041人 170人 104人 252人 160人 149人 114人 92人
84～89歳 994人 84人 159人 181人 154人 179人 148人 89人
90歳以上 842人 30人 64人 177人 110人 162人 180人 119人

第2号被保険者 115人 1人 6人 26人 29人 29人 10人 14人

総数 4,086人 484人 402人 959人 636人 621人 537人 447人

第1号被保険者 5,597人 663人 519人 1,393人 950人 833人 644人 595人

65～69歳 389人 31人 32人 91人 86人 56人 24人 69人
70～74歳 519人 76人 28人 156人 116人 70人 19人 54人
75～79歳 955人 143人 54人 312人 140人 106人 102人 98人
80～84歳 1,424人 223人 146人 359人 252人 193人 129人 122人
84～89歳 1,288人 140人 183人 256人 219人 220人 161人 109人
90歳以上 1,022人 50人 76人 219人 137人 188人 209人 143人

第2号被保険者 215人 3人 8人 56人 57人 43人 25人 23人

総数 5,812人 666人 527人 1,449人 1,007人 876人 669人 618人

男

女

計

平成25年度
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

第1号被保険者 1,699人 190人 125人 501人 349人 235人 124人 175人
65～69歳 253人 13人 24人 55人 49人 48人 23人 41人
70～74歳 213人 27人 6人 66人 43人 37人 9人 25人
75～79歳 341人 6人 14人 145人 66人 49人 30人 31人
80～84歳 385人 52人 46人 104人 103人 36人 16人 28人
84～89歳 311人 66人 24人 83人 63人 44人 15人 16人
90歳以上 196人 26人 11人 48人 25人 21人 31人 34人

第2号被保険者 91人 2人 2人 35人 24人 10人 16人 2人

総数 1,790人 192人 127人 536人 373人 245人 140人 177人

第1号被保険者 4,302人 531人 428人 1,000人 602人 668人 617人 456人
65～69歳 192人 17人 13人 48人 50人 17人 2人 45人
70～74歳 318人 58人 9人 112人 67人 33人 11人 28人
75～79歳 603人 136人 15人 198人 55人 43人 82人 74人
80～84歳 1,149人 202人 110人 257人 158人 188人 126人 108人
84～89歳 1,099人 89人 206人 175人 160人 208人 179人 82人
90歳以上 941人 29人 75人 210人 112人 179人 217人 119人

第2号被保険者 131人 1人 7人 31人 32人 36人 11人 13人

総数 4,433人 532人 435人 1,031人 634人 704人 628人 469人

第1号被保険者 6,001人 721人 553人 1,501人 951人 903人 741人 631人

65～69歳 445人 30人 37人 103人 99人 65人 25人 86人
70～74歳 531人 85人 15人 178人 110人 70人 20人 53人
75～79歳 944人 142人 29人 343人 121人 92人 112人 105人
80～84歳 1,534人 254人 156人 361人 261人 224人 142人 136人
84～89歳 1,410人 155人 230人 258人 223人 252人 194人 98人
90歳以上 1,137人 55人 86人 258人 137人 200人 248人 153人

第2号被保険者 222人 3人 9人 66人 56人 46人 27人 15人

総数 6,223人 724人 562人 1,567人 1,007人 949人 768人 646人

男

女

計

 

第６章 介護保険サービスの事業規模及び保険料 

１ 認定者数の今後の見込み 

要支援・要介護認定者数の年度別推計です。 
平成２４年度から平成２６年度までに９１２人増加するものと予測しています。 

 

※10 月 1 日時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        ※10 月 1 日時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第 6 章における認定者数、介護サービスの利用見込み量、総給付費及び 65 歳以上 
人口は適切に推計するため、各年度の中間値（10 月 1 日時点）を基準にしています。 
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平成26年度
合計 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

第1号被保険者 1,788人 213人 126人 545人 355人 227人 132人 190人
65～69歳 295人 13人 28人 63人 56人 58人 28人 49人
70～74歳 206人 29人 4人 70人 33人 36人 10人 24人
75～79歳 352人 7人 9人 164人 67人 45人 27人 33人
80～84歳 390人 52人 50人 102人 115人 27人 17人 27人
84～89歳 330人 79人 25人 92人 60人 46人 16人 12人
90歳以上 215人 33人 10人 54人 24人 15人 34人 45人

第2号被保険者 91人 2人 2人 40人 21人 7人 17人 2人

総数 1,879人 215人 128人 585人 376人 234人 149人 192人

第1号被保険者 4,698人 585人 497人 1,067人 594人 750人 723人 482人
65～69歳 210人 16人 13人 51人 57人 16人 2人 55人
70～74歳 345人 64人 9人 130人 68人 34人 12人 28人
75～79歳 619人 144人 15人 214人 34人 33人 98人 81人
80～84歳 1,256人 237人 115人 258人 154人 229人 138人 125人
84～89歳 1,219人 95人 258人 169人 167人 240人 215人 75人
90歳以上 1,049人 29人 87人 245人 114人 198人 258人 118人

第2号被保険者 147人 1人 8人 36人 35人 43人 12人 12人

総数 4,845人 586人 505人 1,103人 629人 793人 735人 494人

第1号被保険者 6,486人 798人 623人 1,612人 949人 977人 855人 672人

65～69歳 505人 29人 41人 114人 113人 74人 30人 104人
70～74歳 551人 93人 13人 200人 101人 70人 22人 52人
75～79歳 971人 151人 24人 378人 101人 78人 125人 114人
80～84歳 1,646人 289人 165人 360人 269人 256人 155人 152人
84～89歳 1,549人 174人 283人 261人 227人 286人 231人 87人
90歳以上 1,264人 62人 97人 299人 138人 213人 292人 163人

第2号被保険者 238人 3人 10人 76人 56人 50人 29人 14人

総数 6,724人 801人 633人 1,688人 1,005人 1,027人 884人 686人

男

女

計

666人 724人 801人

527人 562人
633人

1,449人
1,567人

1,688人

1,007人
1,007人

1,005人

876人
949人

1,027人
669人

768人

884人618人

646人

686人

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

8,000人

平成24年度 平成25年度 平成26年度

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

 

                                                       ※10 月 1 日時点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        要支援・要介護認定者数の推計 
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平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

給付費 46,259千円 52,785千円 59,310千円

人数 3,051人 3,473人 3,896人
給付費 219千円 253千円 287千円
回数 28回 33回 37回
人数 14人 16人 19人
給付費 3,904千円 4,097千円 4,290千円
回数 928回 953回 998回
人数 402人 422人 442人
給付費 1,265千円 1,454千円 1,643千円
回数 452回 519回 587回
人数 42人 48人 54人
給付費 4,961千円 5,073千円 5,187千円
人数 440人 450人 460人
給付費 107,033千円 128,440千円 154,128千円
人数 3,167人 3,800人 4,561人
給付費 52,109千円 59,756千円 67,402千円
人数 1,370人 1,565人 1,759人
給付費 1,689千円 1,950千円 2,211千円
日数 270日 311日 353日
人数 85人 98人 110人
給付費 168千円 168千円 168千円
日数 24日 24日 24日
人数 24人 24人 24人
給付費 29,313千円 32,225千円 37,049千円
人数 314人 347人 397人
給付費 4,384千円 5,018千円 5,651千円
人数 967人 1,105人 1,244人
給付費 1,852千円 2,199千円 2,585千円
人数 88人 104人 122人

給付費 96千円 96千円 96千円
回数 24回 24回 24回
人数 24人 24人 24人
給付費 592千円 664千円 736千円
人数 14人 15人 17人
給付費 180千円 180千円 180千円
人数 24人 24人 24人

給付費 15,788千円 16,781千円 17,774千円
人数 132人 145人 157人

給付費 30,358千円 34,275千円 38,490千円
人数 7,231人 8,164人 9,168人

300,170千円 345,413千円 397,189千円予防給付サービスの合計

（３）介護予防住宅改修

（４）介護予防支援

介護予防短期入所療養介護

介護予防短期入所生活介護

（１）介護予防サービス

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防特定福祉用具販売

介護予防福祉用具貸与

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防訪問介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防通所介護

介護予防居宅療養管理指導

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防訪問看護

介護予防訪問入浴介護

（２）地域密着型介護予防サービス

 

２ 介護サービスの利用見込量の推計 

（1）予防給付サービスの見込量 
介護予防サービスの種類・年度ごとのサービス量と介護予防給付費の見込みです。 

サービス量は、これまでの給付実績と今後のサービス利用者数の増加を見込み推計しました。 
※人数は、第 5 章で記載した各サービスの実人数に基づいた年間の延べ人数です。 
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平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

給付費 862,949千円 951,052千円 1,036,647千円

回数 300,506回 331,186回 360,993回
人数 14,184人 15,632人 17,039人 
給付費 78,408千円 88,055千円 97,701千円
回数 6,842回 7,684回 8,526回
人数 1,387人 1,557人 1,728人 
給付費 146,465千円 165,061千円 183,658千円
回数 22,370回 25,132回 27,895回
人数 4,789人 5,318人 5,847人 
給付費 25,778千円 29,341千円 32,903千円
回数 9,017回 10,246回 11,475回
人数 967人 1,094人 1,222人 
給付費 85,877千円 88,927千円 92,222千円
人数 8,445人 8,745人 9,069人 
給付費 1,010,987千円 1,112,086千円 1,212,174千円
回数 131,482回 144,630回 157,647回
人数 14,500人 15,950人 17,385人 
給付費 370,172千円 403,488千円 435,768千円
回数 45,722回 49,838回 53,825回
人数 6,080人 6,627人 7,157人 
給付費 367,495千円 422,619千円 477,744千円
日数 43,358日 49,624日 55,890日
人数 4,602人 5,183人 5,765人 
給付費 23,678千円 27,118千円 30,557千円
日数 2,132日 2,439日 2,747日
人数 391人 445人 500人 
給付費 483,729千円 535,473千円 593,126千円
人数 2,578人 2,850人 3,151人 
給付費 223,765千円 253,665千円 283,565千円
人数 16,061人 17,878人 19,696人 
給付費 14,476千円 16,500千円 18,524千円
人数 495人 564人 633人 

給付費 2,981千円 5,961千円 8,942千円
人数 120人 240人 360人 
給付費 0千円 895千円 895千円
人数 0人 36人 36人 
給付費 83,598千円 86,930千円 93,885千円
回数 7,714回 8,021回 8,663回
人数 735人 764人 826人 
給付費 106,615千円 122,538千円 137,960千円
人数 583人 616人 684人 
給付費 273,259千円 301,385千円 331,608千円
人数 1,368人 1,368人 1,584人 
給付費 83,884千円 83,884千円 83,884千円
人数 348人 348人 348人 
給付費 0千円 0千円 4,504千円
人数 0人 0人 184人 

給付費 43,850千円 48,235千円 53,059千円
人数 408人 428人 449人 

給付費 440,057千円 484,063千円 527,629千円
人数 33,680人 37,048人 40,383人 

給付費 1,218,426千円 1,367,920千円 1,517,414千円
人数 5,868人 6,588人 7,308人 
給付費 914,080千円 930,173千円 946,266千円
人数 3,408人 3,468人 3,528人 
給付費 115,941千円 117,874千円 119,806千円
人数 300人 305人 310人 

6,976,469千円 7,643,241千円 8,320,440千円

7,276,639千円 7,988,654千円 8,717,628千円

介護療養型医療施設

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

介護給付サービスの合計

認知症対応型通所介護

（５）施設サービス

夜間対応型訪問介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（３）住宅改修

（４）居宅介護支援

複合型サービス

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

認知症対応型共同生活介護

小規模多機能型居宅介護
（２）地域密着型サービス

短期入所生活介護

通所リハビリテーション

通所介護

特定福祉用具販売

福祉用具貸与

特定施設入居者生活介護

総給付費（予防給付サービスの合計＋介護給付サービスの合計）

訪問介護

訪問入浴介護

居宅療養管理指導

訪問リハビリテーション

訪問看護

（１）居宅サービス

短期入所療養介護

   

（2）介護給付サービスの見込量 
介護サービスの種類・年度ごとのサービス量と介護給付費の見込みです。 

サービス量は、これまでの給付実績と今後のサービス利用者数の増加を見込み推計しました。 
※人数は、第 5 章で記載した各サービスの実人数に基づいた年間の延べ人数です。 
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300,170千円 345,413千円 397,189千円

6,976,469千円

7,643,241千円

8,320,440千円

7,276,639千円

7,988,654千円

8,717,628千円

0千円

1,000,000千円
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1,000,000千円
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8,000,000千円

9,000,000千円

10,000,000千円

平成24年度 平成25年度 平成26年度

介護給付

予防給付

総給付費

３ 介護保険事業にかかる標準給付費の見込み 

総給付費と特定入所者介護サービス費等給付額、高額介護サービス費等給付額、高額医療合算

介護サービス費等給付額及び算定対象審査支払手数料の合計が標準給付費となります。 
平成２４年度から平成２６年度まで毎年約６億円ずつ増加していく見込です。 

 

 

総給付費の推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準給付費の推計 

 

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

合　　計

総給付費合計 7,276,639千円 7,988,654千円 8,717,628千円 23,982,921千円

特定入所者介護サービス費等給付額 245,580千円 248,103千円 252,539千円 746,222千円
高額介護サービス費等給付額 111,523千円 121,807千円 128,857千円 362,187千円
高額医療合算介護サービス費等給付額 25,650千円 27,008千円 28,572千円 81,230千円
算定対象審査支払手数料 8,400千円 9,000千円 9,600千円 27,000千円
標準給付費見込額 7,667,792千円 8,394,572千円 9,137,196千円 25,199,560千円  
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第２号 
被保険者 

29.0% 
流山市 
12.5% 

千葉県 
12.5% 

国 
20.0% 

第 1 号被保険者 

26.0% 

国調整交付金（※） 
0% 

 

第２号 
被保険者 

30.0% 
流山市 
12.5% 

千葉県 
12.5% 

国 
20.0% 

第 1 号被保険者 

25.0% 

国調整交付金（※） 
0% 

 

４ 保険料の設定 

（1）給付費と保険料 
65 歳以上の方の介護保険料は、介護保険サービスの利用量に対応した必要な財源

です。したがって、利用量の増加は保険料の上昇につながるものです。 
施設入所待機者の解消や認知症高齢者の増加に対応するため、第５期においても

特別養護老人ホームや認知症対応型グループホームの整備を進めて行く必要があり
ますので、第５期の介護保険料の算定では、その分の利用量増加も見込んでいます。 

 

（2）第４期（平成 21～23 年度）事業計画と第５期（平成 24～26
年度）事業計画の保険料設定上の変更点 

 

【第１号被保険者及び第２号被保険者の負担割合】 
第１号被保険者（65 歳以上の方）の人口増により、負担割合が 25％から 26％へ、

第２号被保険者（40 歳～64 歳の方）の人口減により、負担割合が 30％から 29％に
変更される予定です。 

▼介護保険の財源構成 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※調整交付金とは、市町村間の介護保険料の格差を調整するために、国から市町村に交付されるもので、市

町村ごとの第１号被保険者中の 75 歳以上の方の割合と、所得水準によって交付額が決定されます。（全国
平均で５％） 
流山市は、全国平均より 75 歳以上の方の割合は低く、所得水準も高いため、第４期では交付されませんで
した。第５期においても、こうした状況を考慮し、調整交付金を見込まずに第１号被保険者の負担割合を
26％として、介護保険料を算定しています。 

 

【介護報酬改定】 
現在、国において介護報酬の改定が予定されていることから、介護報酬分の上昇

を 2.0％見込んでいます。 
 

【介護給付費準備基金・介護従事者処遇改善臨時特例交付金】 
第４期では、約５億円の介護給付費準備基金の取り崩しを行い、国から交付され

た介護従事者処遇改善臨時特例交付金の６千万円とあわせ、保険料基準額を 200 円
引き下げることができましたが、第５期では基金を取り崩しての介護保険料を引き
下げる財源がありません。 

 
【財政安定化基金】 

介護保険財政不足に備え、国・県・市町村によって拠出され、千葉県で管理する
財政安定化基金が、法令改正により取り崩され、市町村が拠出した額の３分の１相
当が交付される見込みですが、詳しい金額は未定です。 

第４期 第５期 
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【介護保険財源の負担割合】 

 
【第５期標準給付費（推計）

＋地域支援事業費】 

÷１２ヶ月   
総 額 ：２５９億円 

【６５歳以上人口（第５期中の推計延べ人数）】 

【保険料基準額】 

約４，７００円 
（ 仮 算 定 値 ） 

約 117,000 人(各年度中間値での推計) 

 

第 5 期増加見込分 

・介護報酬改定：2.0%上昇(見込み) 

・介護サービス費の自然増：利用者数増加 

第４期標準給付費 

・特別養護老人ホームやグループホームの 
施設整備 

地域支援事業費：標準給付費の 3%まで 
第１号被保険者：２６％ 

× 

参考 第４期中の推計延べ人数：約 104,000 人 

 

（3）第５期（平成 24～26 年度）の介護保険料 
第５期の介護保険サービスに必要な標準給付費は第４期の約 195 億円から約 252

億円になる見込みです。この標準給付費に地域支援事業費を加算した 259 億円と 65
歳以上の人口推計から第５期の介護保険料基準額は第４期の 3,500 円から、約 4,700
円になる見込みです（介護報酬改定が未確定のため仮算定値）。 

 

▼介護保険料基準額の算定イメージ 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4）第５期（平成 24～26 年度）の介護保険料所得段階設定 
所得段階の設定については、負担能力に応じた保険料賦課の実施を目指し、以下

の項目に関して実施を予定しています。 
 
【第２段階の料率引き下げ】 

第２段階の基準額に対する料率を 0.5 から 0.4 に引き下げ、対象者の負担軽減を
図ります。 

 

【第３段階特例の実施】 
法令改正による、第３段階特例の設定をします。 

（第３段階中の、課税対象年金収入額と合計所得金額を合せて 80 万超 120 万円以下
の方について負担軽減を図ります） 

 

【第４段階特例の継続】 
第４期から引き続き、第５期でも第４段階特例の設定をします。 

（第４段階中の、課税対象年金収入額と合計所得金額を合せて 80 万円以下の方につ
いて負担軽減を図ります） 

 

【所得に応じた多段階設定】 
第４期より所得段階を 11 段階 12 区分とし、より所得に応じた保険料賦課を実施

しました。第５期においても、第３段階特例の実施及び第４段階の継続を含め、11
段階 13 区分とした多段階設定を行います。

 

標

準

給

付

費 
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年　額
【基準額×料率】 月　額

1 第1段階 生活保護又は老齢福祉年金受給者で、世帯全員が住民税非課税者
１２，６００円

 【基準額×0.3】
1,050円

2 第2段階
本人が住民税非課税者であり､かつ､世帯全員が住民税非課税者で、課税
対象の年金収入額と合計所得金額の合計額が８０万円以下の者

２１，０００円
【基準額×0.5】

1,750円

4 第4段階(特例)
本人が住民税非課税者（世帯内に住民税課税者がいる場合）で、課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が８０万円以下の者

３７，８００円
 【基準額×0.9】

3,150円

5 第4段階(基準額)
本人が住民税非課税者（世帯内に住民税課税者がいる場合）で、課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が８０万円超の者

４２，０００円
【基準額】

3,500円

6 第5段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が１２５万円未満の者
４８，３００円

【基準額×1.15】
4,025円

本人が住民税課税者で、合計所得金額が１２５万円以上

２００万円未満の者

本人が住民税課税者で、合計所得金額が２００万円以上

４００万円未満の者

本人が住民税課税者で、合計所得金額が４００万円以上

６００万円未満の者

本人が住民税課税者で、合計所得金額が６００万円以上

８００万円未満の者

本人が住民税課税者で、合計所得金額が８００万円以上

１,０００万円未満の者

12 第11段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が１,０００万円以上の者
８４，０００円

【基準額×2.0】
7,000円

保　険　料　額

区分 保険料段階 対　　象　　者

3 第3段階
本人が住民税非課税者であり､かつ､世帯全員が住民税非課税者で、第２
段階に該当する者以外のもの

２９，４００円
【基準額×0.7】

2,450円

7 第6段階
５２，５００円

【基準額×1.25】
4,375円

8 第7段階
６３，０００円

【基準額×1.5】
5,250円

9 第8段階
６７，２００円

【基準額×1.6】
5,600円

10 第9段階
６９，３００円

【基準額×1.65】
5,775円

第４期（平成21～23年度)の介護保険料所得段階表

11 第10段階
７１，４００円

【基準額×1.7】
5,950円

 
（5）第４期と第５期の介護保険料所得段階設定の比較 
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年　額
【基準額×料率】 月　額

1 第1段階 生活保護又は老齢福祉年金受給者で、世帯全員が住民税非課税者
１６，９００円

 【基準額×0.3】
1,410円

2 第2段階
本人が住民税非課税者であり､かつ､世帯全員が住民税非課税者で、課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が８０万円以下の者

２２，５００円
【基準額×0.4】

1,880円

3 第3段階（特例）
本人が住民税非課税者であり､かつ､世帯全員が住民税非課税者で、課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が８０万円超１２０万円以下の者

３３，８００円
【基準額×0.6】

2,820円

4 第3段階
本人が住民税非課税者であり､かつ､世帯全員が住民税非課税者で、課税対
象の年金収入額と合計所得金額の合計額が１２０万円超の者

３９，４００円
【基準額×0.7】

3,290円

5 第4段階(特例)
本人が住民税非課税者（世帯内に住民税課税者がいる場合）で、課税対象の
年金収入額と合計所得金額の合計額が８０万円以下の者

５０，７００円
 【基準額×0.9】

4,320円

6 第4段階(基準額)
本人が住民税非課税者（世帯内に住民税課税者がいる場合）で、課税対象の
年金収入額と合計所得金額の合計額が８０万円超の者

５６，４００円
【基準額】

4,700円

7 第5段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が１２５万円未満の者
６７，６００円

【基準額×1.2】
5,640円

本人が住民税課税者で、合計所得金額が１２５万円以上

２００万円未満の者

本人が住民税課税者で、合計所得金額が２００万円以上

４００万円未満の者

本人が住民税課税者で、合計所得金額が４００万円以上

６００万円未満の者

本人が住民税課税者で、合計所得金額が６００万円以上

８００万円未満の者

本人が住民税課税者で、合計所得金額が８００万円以上

１,０００万円未満の者

13 第11段階 本人が住民税課税者で、合計所得金額が１,０００万円以上の者
１１２，８００円
【基準額×2.0】

9,400円

   　　※第４期における第３段階の者のうち課税対象年金収入額と合計所得金額の合計額が８０万円超
   ※　　１２０万円以下の者については、保険料を軽減する特例第３段階を設けます。

１０１，５００円
【基準額×1.8】

8,460円

第５期（平成24～26年度)の介護保険料所得段階表（仮算定）

12 第10段階

第8段階
９０，２００円

【基準額×1.6】

11 第9段階

第7段階
８４，６００円

【基準額×1.5】

９５，８００円
【基準額×1.7】

7,990円

7,050円

10

8 第6段階

7,520円

７３，３００円
【基準額×1.3】

6,110円

9

保険料段階 対　　象　　者

保　険　料　額

区分

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※第５期保険料額は、国が行う介護報酬改定前の仮算定値であるため、今後変動することが考えられま

す。 

※調整交付金は、第４期で交付されなかったことを考慮し、第５期でも国からの交付を見込まずに算定して

います。 

※第５期の保険料額及び保険料率は、市議会の議決案件であり、今後、介護保険料改定のための条例改

正案を市議会に上程し、審議・議決を経て決定されます。 


